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障障害害者者計計画画アアンンケケーートト調調査査結結果果  障障害害ののああるる人人））  

◆調査概要 

 （1）調査対象：身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持する 

市民 1,500 人 

 （2）調査方法：郵送配布・郵送回収による郵送調査法 

 （3）調査時期：令和5 年 6 月 12 日～6 月30 日 

 （4）有効回収数：637 人（回収率 42.5%） 

 

〇調査結果のみかた 

・回答結果の割合「%」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下

第 2 位で四捨五入したものです。そのため、単数回答(SA、複数の選択肢からひとつだけ選

ぶ方式)であっても合計値が 100%にならない場合があります。 

・複数回答(MA、複数の選択肢から 2 つ以上の回答を選ぶ方式)の設問の場合、回答は選択肢

ごとの回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計は概ね 100.0%を

超えます。 

・図表中において「無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が困

難なものです。 

・図表中の「N」は、集計対象者総数(あるいは回答者限定設問の限定条件に該当する人)を

表しています。 

・母数n の表記がないものは、全体数は 637です。 

・地域の表記順は 50 音順です。 
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〇アンケート結果 

 
①性別 ②年齢 

③地域 ④手帳の種類 

⑤障害の種類 

⑥「身体障害者手帳」の等級 ⑦「療育手帳」の判定 

⑧「精神障害者保健福祉手帳」の等級 ⑨診断名 

項目 人数 割合

男 318 49.9%

女 291 45.7%

回答しない 12 1.9%

無回答 16 2.5%

合計 637 100.0%

項目 人数 割合

0～17歳 64 10.0%

18～39歳 149 23.4%

40～64歳 228 35.8%

65～74歳 109 17.1%

75歳以上 79 12.4%

無回答 8 1.3%

合計 637 100.0%

項目 人数 割合

身体障害者手帳 268 42.1%

療育手帳 200 31.4%

精神障害者保健福祉手帳 197 30.9%

自立支援医療（精神通院）受給者証 59 9.3%

特定医療費（指定難病）受給者証 14 2.2%

項目 人数 割合

視覚障害 13 4.9%

聴覚・平衡機能障害 16 6.0%

音声・言語・そしゃく機能障害 9 3.4%

肢体不自由 140 52.2%

内部障害 86 32.1%

項目 人数 割合

尾口 2 0.3%

河内 6 0.9%

白峰 2 0.3%

鶴来 119 18.7%

鳥越 11 1.7%

松任 386 60.6%

美川 68 10.7%

吉野谷 4 0.6%

その他 22 3.5%

無回答 17 2.7%

合計 637 100.0%

項目 人数 割合

１級 96 35.8%

２級 48 17.9%

３級 50 18.7%

４級 49 18.3%

５級 7 2.6%

６級 10 3.7%

無回答 8 3.0%

合計 268 100.0%

項目 人数 割合

A 65 32.5%

B 119 59.5%

無回答 16 8.0%

合計 200 100.0%

項目 人数 割合

１級 2 1.0%

２級 165 83.8%

３級 22 11.2%

無回答 8 4.0%

合計 197 100.0%

項目 人数 割合

精神疾患 44 84.6%

発達障害 5 9.6%

無回答 3 5.8%

合計 52 100.0%
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■■一一緒緒にに暮暮ららししてていいるる人人  

 

■■日日中中のの過過ごごしし方方  

「家で過ごしている」が最も多く、次いで「障害福祉サービス事業所に通所している」が

続いている。  1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

34.4%

23.2%

18.1%

9.1%

5.7%

1.9%

0.9%

0.8%

4.1%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40%

家で過ごしている

障害福祉サービス事業所に通所している

一般企業やお店に勤務している

学校に通っている

病院、施設にいる

自営業をしている

保育所（園）や幼稚園、認定こども園に通園している

在宅勤務をしている

その他

無回答

44.7%

31.7%

21.7%

16.6%

9.1%

6.9%

4.4%

4.2%

3.5%

1.6%

1.4%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

父母

配偶者（妻・夫）

兄弟・姉妹

子ども・子どもの配偶者（嫁・婿）

ひとり暮らし

祖父母

施設で生活

グループホームで生活

孫

その他の親族

入院中

その他

⑪要介護の認定状況（40歳以上） ⑩障害支援区分の種類 

項目 人数 割合

認定を受けていない 159 25.0%

区分１ 8 1.2%

区分２ 15 2.3%

区分３ 19 3.0%

区分４ 17 2.7%

区分５ 14 2.2%

区分６ 12 1.9%

わからない 307 48.2%

無回答 86 13.5%

合計 637 100.0%

項目 人数 割合

認定を受けていない 268 64.4%

要支援（１・２） 22 5.3%

要介護１ 3 0.7%

要介護２ 6 1.5%

要介護３ 5 1.2%

要介護４ 9 2.2%

要介護５ 3 0.7%

わからない 60 14.4%

無回答 40 9.6%

合計 416 100.0%
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【年齢別】 

 0～17 歳では、8 割以上が学校、18～64 歳では勤務又は通所、65歳以上では６割以上

が家で過ごしている。 

 

【障害別】 

 『「家で過ごしている」と回答した人は、身体と精神が約４割と多く、『「障害福祉サービス事

業所に通所している」と回答した人は、療育が４割と多い。 

  

■■日日常常生生活活をを送送るる上上でで困困っってていいるるこことと  

「コミュニケーション」が最も多く、次いで『「行政機関などでの手続き」、「買い物『・余暇活

動などの外出」の順となっている。  
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％
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に
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を
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を
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ご

し
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に
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無

回

答

全体(N=637) 0.9% 9.1% 18.1% 1.9% 0.8% 23.2% 34.4% 5.7% 4.1% 1.9%
0～17歳(N=64) 9.4% 82.8% 0.0% 0.0% 0.0% 6.3% 1.6% 0.0% 0.0% 0.0%
18～39歳(N=149) 0.0% 3.4% 26.8% 0.0% 0.7% 47.0% 19.5% 0.0% 2.0% 0.7%
40～64歳(N=228) 0.0% 0.0% 27.6% 0.9% 1.3% 25.9% 29.8% 8.3% 5.3% 0.9%
65～74歳(N=109) 0.0% 0.0% 7.3% 5.5% 0.9% 7.3% 62.4% 7.3% 4.6% 4.6%
75歳以上(N=79) 0.0% 0.0% 1.3% 5.1% 0.0% 7.6% 63.3% 11.4% 7.6% 3.8%
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ご

し
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全体(N=637) 0.9% 9.1% 18.1% 1.9% 0.8% 23.2% 34.4% 5.7% 4.1% 1.9%
身体(N=268) 1.5% 3.0% 14.6% 4.1% 0.7% 14.6% 48.1% 6.3% 4.1% 3.0%
療育(N=200) 1.0% 24.5% 14.0% 0.0% 0.0% 42.5% 7.5% 7.0% 2.5% 1.0%
精神(N=197) 0.0% 4.1% 22.8% 0.5% 1.5% 19.8% 42.1% 3.6% 5.1% 0.5%

30.0%
28.7%

27.8%
24.8%
24.2%

22.4%
20.7%
20.6%

18.2%
17.1%

15.2%
13.8%

12.9%
12.1%
11.9%
11.6%
11.3%
10.7%

9.1%
5.3%

3.8%
25.6%

0% 10% 20% 30% 40%

コミュニケーション

行政機関などでの手続き

買い物・余暇活動などの外出

金銭の管理

身の回りの掃除、洗濯など

食事の支度や後片付け

通学・通勤・通院

生活リズムの維持

入浴

意思決定

相談

食事

服薬

話相手がいない

口腔清掃（歯磨き）

着替え

排泄

見守り

日中の居場所

家の中の移動

その他

支援は必要ない
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【障害別】 

 「コミュニケーション」、「行政機関などでの手続き」と回答した人は、療育が最も多く、

「支援は必要ない」と回答した人は、身体が約４割と最も多い。 

 

【地域別】 

 松任では「行政機関などでの手続き」、美川では「買い物・余暇活動などの外出」、白山ろ

くでは「支援は必要ない」、全体的に「コミュニケーション」が多い。 

  

■■普普段段のの生生活活でで支支援援（（介介助助・・手手助助けけ））ををししてていいるる人人（（家家族族・・親親戚戚））  

 母が最も多く、次いで父の順番となっている。 

  

(N=435)

51.0%

30.6%

16.8%

11.7%

7.4%

7.1%

4.6%

1.4%

3.2%

20.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

母

父

兄弟・姉妹

夫

子ども

妻

祖父母

子どもの配偶者（嫁・婿）

その他の家族・親戚

家族・親戚以外

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
％

食事
食事の支度

や後片付け
着替え 排泄 入浴

家の中の移

動

口腔清掃

 歯磨き）

身の回りの

掃除、洗濯

など

買い物 余

暇活動など

の外出

通学 通

勤 通院

行政機関な

どでの手続

き

全体(N=637) 13.8% 22.4% 11.6% 11.3% 18.2% 5.3% 11.9% 24.2% 27.8% 20.7% 28.7%
松任(N=386) 14.8% 22.8% 11.1% 11.9% 18.4% 5.4% 13.2% 28.2% 29.3% 24.4% 31.3%
美川(N=68) 10.3% 17.6% 10.3% 4.4% 13.2% 5.9% 8.8% 13.2% 29.4% 11.8% 22.1%
鶴来(N=119) 10.9% 21.0% 14.3% 12.6% 20.2% 4.2% 9.2% 16.8% 21.0% 11.8% 22.7%
白山ろく(N=25) 16.0% 28.0% 8.0% 12.0% 16.0% 4.0% 8.0% 20.0% 24.0% 24.0% 28.0%
その他(N=22) 18.2% 27.3% 4.5% 13.6% 13.6% 9.1% 18.2% 22.7% 31.8% 22.7% 31.8%

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
％

服薬 金銭の管理
生活リズム

の維持

日中の居場

所

コミュニ

ケーション
意思決定 見守り 相談

話相手がい

ない
その他

支援は必要

ない

全体(N=637) 12.9% 24.8% 20.6% 9.1% 30.0% 17.1% 10.7% 15.2% 12.1% 3.8% 25.6%
松任(N=386) 13.5% 26.9% 22.8% 9.6% 28.8% 17.4% 9.3% 15.8% 12.7% 4.1% 25.1%
美川(N=68) 10.3% 26.5% 16.2% 7.4% 23.5% 13.2% 7.4% 14.7% 13.2% 1.5% 27.9%
鶴来(N=119) 11.8% 18.5% 16.0% 9.2% 33.6% 14.3% 13.4% 12.6% 6.7% 4.2% 26.1%
白山ろく(N=25) 12.0% 16.0% 24.0% 8.0% 28.0% 16.0% 8.0% 8.0% 8.0% 4.0% 52.0%
その他(N=22) 18.2% 31.8% 13.6% 9.1% 50.0% 27.3% 18.2% 22.7% 13.6% 0.0% 9.1%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
％

食事
食事の支度

や後片付け
着替え 排泄 入浴

家の中の移

動

口腔清掃

 歯磨き）

身の回りの

掃除、洗濯

など

買い物 余

暇活動など

の外出

通学 通

勤 通院

行政機関な

どでの手続

き

全体(N=637) 13.8% 22.4% 11.6% 11.3% 18.2% 5.3% 11.9% 24.2% 27.8% 20.7% 28.7%
身体(N=268) 14.2% 15.7% 13.4% 11.9% 19.0% 10.1% 8.6% 16.0% 21.3% 13.1% 17.9%
療育(N=200) 21.0% 36.0% 19.5% 23.5% 26.0% 6.0% 26.5% 38.0% 44.5% 35.5% 46.5%
精神(N=197) 9.6% 19.3% 5.6% 2.5% 13.2% 1.5% 5.1% 23.9% 22.3% 17.3% 26.9%

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
％

服薬 金銭の管理
生活リズム

の維持

日中の居場

所

コミュニ

ケーション
意思決定 見守り 相談

話相手がい

ない
その他

支援は必要

ない

全体(N=637) 12.9% 24.8% 20.6% 9.1% 30.0% 17.1% 10.7% 15.2% 12.1% 3.8% 25.6%
身体(N=268) 10.1% 12.7% 8.2% 5.6% 13.8% 6.3% 5.2% 7.8% 6.3% 2.2% 42.9%
療育(N=200) 26.0% 46.5% 23.5% 11.0% 51.0% 35.0% 23.0% 20.5% 9.5% 3.0% 9.0%
精神(N=197) 7.6% 22.3% 34.0% 13.2% 34.0% 16.2% 5.6% 20.3% 20.3% 6.6% 15.7%
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■■支支援援（（介介助助・・手手助助けけ））ををししてていいるる人人のの健健康康状状態態  

  「おおむね良好」が最も多く、半数を超えている。 

 

■■普普段段のの生生活活でで支支援援（（介介助助・・手手助助けけ））ををししてていいるる人人（（家家族族・・親親戚戚以以外外））  

  「施設やグループホームなどの職員」が最も多く、次いで「その他」の順となっている。 

  

(N=91)

54.9%

19.8%

6.6%

6.6%

1.1%

27.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

施設やグループホームなどの職員

ホームヘルパー

友人・知人・仲間

近所の人

ボランティア

その他

(N=341)

53.7%

29.0%

23.5%

20.8%

9.7%

6.5%

2.9%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

おおむね良好

体力的に疲れている

精神的に疲れている

腰痛などの痛みやしびれがある

病弱・病気がち

障害がある

要支援・要介護

その他
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■■医医療療的的ケケアアのの必必要要性性  

 「医療的なケアは必要としていない」が最も多く、半数を超えている。 

■■医医療療的的ケケアアをを行行っってていいるる人人  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

■■障障害害福福祉祉ササーービビススのの利利用用  

『【障害別】   

1 2
％

利用してい

る

利用してい

ない
無回答

全体(N=637) 39.7% 51.0% 9.3%
身体(N=268) 25.4% 64.6% 10.1%
療育(N=200) 70.5% 20.0% 9.5%
精神(N=197) 32.5% 58.9% 8.6%

39.7%

51.0%

9.3%

利用している 利用していない 無回答

0.9%

1.1%

0.5%

0.9%

0.0%

0.3%

0.9%

9.9%

66.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

たん吸引

経管栄養（経鼻、胃ろう、腸ろう）

酸素吸入

導尿

人工呼吸器

気管切開

インシュリン皮下注射

その他

医療的なケアは必要としていない

(N=83)

20.5%
8.4%

7.2%
7.2%

6.0%
4.8%

3.6%
1.2%
1.2%

48.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

母

妻

父

訪問看護師

夫

兄弟・姉妹

子ども

祖父母

ホームヘルパー

その他
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99

障害福祉サービス以外の支援を受けているから
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【地域別】 

 「自分でできるから」がいずれの地域でも全体的に多い一方で、次に回答が多かった「家

族などの介護や支援で十分だから」と回答した人は、美川と白山ろくで低くなっている。 

 

【障害別】 

「自分でできるから」は身体が７割弱、精神で４割弱、療育で３割弱となっている。 

 

■■障障害害をを原原因因ととししたた不不当当なな扱扱いい  

  「特にない」が最も多く、「希望した仕事に就けなかった」がその次に多い。「障害を理

由に退職を迫られた」と回答した人もいた。  

(N=637)

10.4%

9.1%

6.6%

3.8%

2.7%

1.3%

0.8%

0.6%

0.5%

7.8%

60.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

希望した仕事に就けなかった

職場での労働条件や給料が、周囲の人に比べて低い

障害を理由に退職を迫られた

希望した学校に入学できなかった

家族や施設の人などから暴力や性的な嫌がらせを受けた

家族が治療・受診させなかった

お店や宿泊施設などで利用を断られた

年金が本人のために使われなかったり、

知らない間に預金が引き出されたりするなど、

本人の財産が侵害された

家族が退院を許可しなかった

その他

特にない

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
％

自分ででき

るから

利用したい

サービスが

ないから

家族などの

介護や支援

で十分だか

ら

他人に介護

や支援され

るのが嫌だ

から

利用料の負

担が大きい

から

障害福祉

サービス以

外の支援を

受けている

から

利用の仕方

がわからな

いから

通所手段が

ないから
その他 特にない

全体(N=325) 52.9% 12.0% 23.4% 4.0% 4.6% 2.5% 12.0% 3.1% 5.8% 9.2%
身体(N=173) 69.4% 7.5% 17.9% 1.2% 3.5% 1.7% 7.5% 1.2% 2.9% 8.1%
療育(N=40) 27.5% 10.0% 32.5% 7.5% 5.0% 5.0% 20.0% 2.5% 15.0% 20.0%
精神(N=116) 37.9% 20.7% 29.3% 6.9% 6.9% 2.6% 17.2% 6.0% 6.9% 6.9%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
％

自分ででき

るから

利用したい

サービスが

ないから

家族などの

介護や支援

で十分だか

ら

他人に介護

や支援され

るのが嫌だ

から

利用料の負

担が大きい

から

障害福祉

サービス以

外の支援を

受けている

から

利用の仕方

がわからな

いから

通所手段が

ないから
その他 特にない

全体(N=325) 52.9% 12.0% 23.4% 4.0% 4.6% 2.5% 12.0% 3.1% 5.8% 9.2%
松任(N=195) 50.3% 11.8% 27.2% 5.1% 4.1% 1.5% 12.3% 3.6% 6.2% 10.3%
美川(N=41) 51.2% 14.6% 7.3% 2.4% 0.0% 2.4% 4.9% 0.0% 9.8% 4.9%
鶴来(N=65) 60.0% 12.3% 24.6% 1.5% 9.2% 3.1% 15.4% 3.1% 1.5% 9.2%
白山ろく(N=16) 68.8% 6.3% 6.3% 6.3% 6.3% 0.0% 6.3% 6.3% 12.5% 12.5%
その他(N=4) 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%



101100 

【障害別】 

 「希望した仕事に就けなかった」、「障害を理由に退職を迫られた」と回答した人は、特に

精神が多かった。 

  
■■「「障障害害者者差差別別解解消消法法」」のの認認知知度度  

  『「今まで知らなかった」が最も多く、次いで『「法律名は知っているが、内容まではわから

ない」の順となっている。 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
■■合合理理的的配配慮慮のの認認知知度度  

  「今まで知らなかった」が７割を超え、最も多くなっている。 

  
  

5.8% 16.2% 71.6%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
知っており、合理的配慮を求めたことがある
知っているが、合理的配慮を求めたことがない
今まで知らなかった
無回答

7.5% 22.0% 64.7%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
知っており、内容もほぼ理解している
法律名は知っているが、内容まではわからない
今まで知らなかった
無回答

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
％

希望した学

校に入学で

きなかった

希望した仕

事に就けな

かった

職場での労

働条件や給

料が、周囲

の人に比べ

て低い

障害を理由

に退職を迫

られた

家族や施設

の人などか

ら暴力や性

的な嫌がら

せを受けた

家族が退院

を許可しな

かった

家族が治

療 受診さ

せなかった

お店や宿泊

施設などで

利用を断ら

れた

年金が本人

のために使

われなかっ

たり、知ら

ない間に預

金が引き出

されたりす

るなど、本

人の財産が

侵害された

その他 特にない

全体(N=637) 3.8% 10.4% 9.1% 6.6% 2.7% 0.5% 1.3% 0.8% 0.6% 7.8% 60.6%
身体(N=268) 2.2% 9.3% 8.2% 3.7% 0.7% 0.4% 0.4% 0.7% 0.7% 4.1% 66.0%
療育(N=200) 5.0% 7.0% 10.0% 5.5% 3.0% 0.0% 0.5% 1.0% 0.5% 10.0% 62.0%
精神(N=197) 5.6% 17.3% 10.2% 13.2% 5.6% 0.5% 3.6% 1.5% 1.0% 10.2% 52.3%



102101 

■■白白山山市市ににおおけけるる合合理理的的配配慮慮のの進進捗捗状状況況  

  

■■「「成成年年後後見見制制度度」」のの認認知知度度  

  「どのような制度か知らない」が最も多く、次いで「どのような制度か知っているが、

利用したいとは思わない」の順となっている。 

  

  

  

  

  

  

  

  

■■成成年年後後見見制制度度をを利利用用ししたたいいとと思思わわなないい理理由由  

  『「親族や自分で何とかしたい」が５割弱と最も多く、次いで『「制度の利用に不安がある」、

「必要としない」の順となっている。 

  

2.5%

9.6% 28.1% 48.4% 11.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
すでに利用している
どのような制度か知っており、今後利用したい
どのような制度か知っているが、利用したいとは思わない
どのような制度か知らない
無回答

(N=179)

45.3%

26.3%

5.6%

4.5%

20.1%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

親族や自分で何とかしたい

制度の利用に不安がある

利用方法がわからない

相談先がわからない

必要としない

その他

2.2%

3.3%

2.0%

1.3%

4.4%

0.8%

19.8%

33.3%

19.8%

15.4%

36.1%

11.3%

14.8%

15.1%

19.0%

21.0%

10.5%

16.5%

6.1%

4.7%

6.3%

8.8%

3.0%

4.9%

41.6%

28.7%

37.0%

38.3%

30.8%

51.3%

15.5%

14.9%

15.9%

15.2%

15.2%

15.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
かなり進んでいる まあまあ進んでいる あまり進んでいない まったく進んでいない わからない 無回答

①障害のある人に配慮した
選挙の実施

②障害のある人に配慮した
行政の窓口対応

③障害のある人に理解ある
施策や事業の実施

④障害のある人にもわかり
やすい行政情報の提供

⑤市役所など公共施設の
バリアフリー化

⑥障害のある人の行政機関
への雇用
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■■外外出出すするる頻頻度度  

  「週に４回以上」が最も多く、次いで「週に２～３回」の順となっている。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

【障害別】 

  

■■支支援援（（手手伝伝いい））のの必必要要性性  

  『「いつも 1 人で外出できる」が最も多い一方で、「いつも手伝いが必要」と回答した人が

３割弱いる。 

  

  

26.8% 13.3% 10.8%

3.9%

39.4% 5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いつも手伝いが必要
慣れた場所には１人で行けるが、それ以外は手伝いが必要
普段は１人で外出できるが、調子が悪いときは手伝いが必要
その他
いつも１人で外出できる
無回答

54.3%

20.9%

7.5%

7.4%

2.5%

3.1%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

週に４回以上

週に２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

外出していない

無回答

1 2 3 4 5 6
％

週に４回以

上

週に２～３

回
週１回 月１～３回 年に数回

外出してい

ない
無回答

全体(N=637) 54.3% 20.9% 7.5% 7.4% 2.5% 3.1% 4.2%
身体(N=268) 53.7% 24.3% 4.5% 5.6% 3.0% 4.5% 4.5%
療育(N=200) 53.0% 15.0% 13.0% 10.5% 3.5% 1.5% 3.5%
精神(N=197) 55.8% 21.3% 7.1% 7.6% 1.5% 2.5% 4.1%
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【障害別】 

  「いつも手伝いが必要」と回答した人は、療育が５割と多く、「慣れた場所には１人で

行けるが、それ以外は手伝いが必要」と合わせると７割を超えている。 
  

  

  

  

  

  

  

  

■■外外出出方方法法やや交交通通手手段段  

    「自動車（人に乗せてもらう）」が最も多く、次いで「徒歩」、「自動車（自分で運転）」

の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■外外出出ののととききにに困困るるこことと  

  『「特に不便を感じたり、困ったりすることはない」が３割を超える一方、『「人と話すのが

難しい」、「障害や症状が理解されにくい」と感じている人も２割程度いる。   

1 2 3 4 5
％

いつも手伝

いが必要

慣れた場所

には１人で

行けるが、

それ以外は

手伝いが必

要

普段は１人

で外出でき

るが、調子

が悪いとき

は手伝いが

必要

その他

いつも１人

で外出でき

る

無回答

全体(N=637) 26.8% 13.3% 10.8% 3.9% 39.4% 5.7%
身体(N=268) 24.3% 4.9% 12.3% 4.5% 48.1% 6.0%
療育(N=200) 50.5% 24.0% 2.0% 2.0% 17.5% 4.0%
精神(N=197) 11.7% 15.7% 17.8% 5.6% 44.2% 5.1%

23.9%

23.4%

17.3%

14.4%

13.0%

12.2%

9.4%

8.2%

1.4%

6.4%

34.5%

0% 10% 20% 30% 40%

人と話すのが難しい

障害や症状が理解されにくい

乗車券の購入・料金の支払い

道路や駅に階段や段差が多い

道に迷う

電車やバスの乗り降りが困難

外出先の建物などの設備が不備

（通路、トイレ、エレベーターなど）

歩道が少ない・狭い

点字ブロックがない

その他

特に不便を感じたり、

困ったりすることはない

(N=637)

49.0%

42.2%

36.3%

20.9%

18.8%

15.9%

10.8%

8.9%

4.9%

0.6%

0.6%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自動車（人に乗せてもらう）

徒歩

自動車（自分で運転）

バス

電車

自転車

タクシー

移動支援事業などの障害福祉サービス

車いす・電動車いす

バイク

歩行器・シルバーカー

その他



105104 

■■「「障障害害者者情情報報アアククセセシシビビリリテティィ・・ココミミュュニニケケーーシショョンン施施策策推推進進法法」」のの認認知知度度  

 
  
  
  
  
  
  
  
  
■■意意思思をを伝伝達達すするる方方法法（（用用具具のの使使用用ななどど））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■災災害害時時ににおおけけるる避避難難場場所所のの認認知知度度        ■■避避難難ををすするる際際のの支支援援（（手手伝伝いい））のの必必要要性性  

  

 

 

  

0.8%

4.6% 89.3% 5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っており、内容もほぼ理解している
法律名は知っているが、内容まではわからない
今まで知らなかった
無回答

46.8%
48.2%

5.0%

はい いいえ 無回答

53.1%42.9%

4.1%

知っている
知らない・わからない
無回答

(N=637)

70.0%

19.6%

4.6%

2.7%

1.9%

1.3%

0.5%

0.5%

0.3%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

使用していない

携帯電話・スマートフォン・タブレット

パソコン（メールなど）

筆談・要約筆記

補聴器や人工内耳など

ファックス

点字

手話

携帯用会話補助装置・発声補助器

その他
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■■災災害害時時にに協協力力をを求求めめるるここととががででききるる人人  

  『「家族や親族」が８割弱と最も多く、次いで『「障害福祉サービス事業所などの職員」が約

３割となっている。 

  

■■避避難難時時にに必必要要なな支支援援  

 
  

70.5%

5.4%

16.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

移動の介助

手話や要約筆記などの情報提供

その他

(N=298)

77.5%

30.2%

14.4%

11.7%

9.1%

8.7%

8.4%

7.0%

1.0%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

家族や親族

障害福祉サービス事業所などの職員

町内会役員などの近所の人

友人・知人・職場の同僚

相談支援専門員

保育所（園）・幼稚園・認定こども園・学校の職員

民生委員・児童委員・福祉協力員

医療機関の職員

その他

協力を求めることができる人がいない
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■■災災害害時時にに備備ええてて重重点点をを置置くくべべききこことと  
「障害のある人が避難するための地域ぐるみの協力体制の確立」が最も多く、次いで『「障

害の種類ごとの必要に対応した設備やサービス」「避難先での医療『・治療体制の整備」の順

となっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【障害別】 
 『「障害のある人が避難するための地域ぐるみの協力体制の確立」と回答した人が全体で多い。 

  

(N=637)

34.6%

31.2%

23.8%

22.8%

19.8%

16.1%

14.4%

12.1%

11.7%

9.7%

3.7%

2.3%

18.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

障害のある人が避難するための地域ぐるみの

協力体制の確立

障害の種類ごとの必要に対応した設備やサービス

避難先での医療・治療体制の整備

障害のある人を交えた避難訓練の実施

災害が発生したときの迅速な避難誘導体制の確立

避難先で安心して過ごせる仲間づくりの工夫

避難所などにおける支援体制の確立（介護や

手話通訳等のコミュニケーションなどの人的支援）

障害のある人に配慮した災害情報などの

伝達体制の充実

防災マニュアルの作成

災害時の心得や災害に関する知識の普及

その他

特にない

わからない

1 2 3 4 5 6 7
％

障害のある

人を交えた

避難訓練の

実施

防災マニュ

アルの作成

災害時の心

得や災害に

関する知識

の普及

障害のある

人が避難す

るための地

域ぐるみの

協力体制の

確立

災害が発生

したときの

迅速な避難

誘導体制の

確立

避難先での

医療 治療

体制の整備

障害の種類

ごとの必要

に対応した

設備やサー

ビス

全体(N=298) 22.8% 11.7% 9.7% 34.6% 19.8% 23.8% 31.2%
身体(N=120) 23.3% 15.0% 9.2% 40.0% 17.5% 30.8% 32.5%
療育(N=148) 23.0% 8.1% 6.1% 37.8% 19.6% 17.6% 38.5%
精神(N=58) 22.4% 22.4% 20.7% 19.0% 24.1% 29.3% 19.0%

8 9 10 11 12 13
％

障害のある

人に配慮し

た災害情報

などの伝達

体制の充実

避難先で安

心して過ご

せる仲間づ

くりの工夫

避難所など

における支

援体制の確

立 介護や

手話等のコ

ミュニケー

ションなど

の人的支

援）

その他 特にない わからない

全体(N=298) 12.1% 16.1% 14.4% 3.7% 2.3% 18.8%
身体(N=120) 10.8% 8.3% 20.0% 3.3% 3.3% 15.8%
療育(N=148) 12.8% 19.6% 16.9% 1.4% 0.7% 17.6%
精神(N=58) 10.3% 19.0% 3.4% 5.2% 3.4% 24.1%
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■■避避難難行行動動要要支支援援者者名名簿簿のの認認知知度度  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■■医医療療機機関関のの利利用用状状況況  

  
■■保保健健やや医医療療ににつついいてて困困っったたりり、、不不便便にに思思っったたりりすするるこことと  
    『「特に困ったことはない」が最も多く、「専門的な治療を行っている医療機関が近くにな

い」が次に多い。  

4.2% 5.7% 11.6% 71.3% 7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに名簿に登録しており、内容も理解している

名簿に登録していないが、制度名を知っており、内容も理解している

制度名は知っているが、内容まではわからない

今まで知らなかった

無回答

12.9%

80.1%

4.2%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

医療機関（歯科を含む）

にはかかっていない

通院中

在宅医療利用中

（訪問看護・訪問歯科治療を含む）

入院中

17.0%

10.7%

9.3%

8.6%

7.7%

5.5%

5.0%

3.8%

2.8%

2.7%

4.2%

48.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

専門的な治療を行っている医療機関が近くにない

医療費の負担が大きい

近所に診てくれる医師がいない

コミュニケーションがうまくできず、症状が

正確に伝わらず必要な治療が受けられない

受診手続きや案内など障害のある人への配慮が不十分

いつでも入院できる身近な病院がない

リハビリテーションを行っている機関が近くにない

往診を頼める医師がいない

歯科診療を受けられない

通院するときに付き添いをしてくれる人がいない

その他

特に困ったことはない
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■■保保健健やや医医療療をを受受けけるるううええでで必必要要ななこことと  
  「医療費の負担軽減」が最も多く、次いで「病院までの移動に対する支援」「特にな

い」の順となっている。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
■■現現在在のの住住ままいい  
 

 

(N=637)

29.4%

28.7%

21.4%

18.2%

13.5%

9.6%

8.2%

7.8%

6.1%

4.9%

2.2%

2.0%

22.1%

0% 10% 20% 30% 40%

医療費の負担軽減

病院までの移動に対する支援

障害のある人や家族に対する相談支援体制の整備

専門的な治療や検査、診断を

受けられる医療機関の整備

通院時の付き添いに対する支援

障害の早期発見・早期対応

パソコンやタブレット端末などを

活用したオンライン診療

リハビリテーション施設の充実

訪問診療（往診）・訪問看護の充実

在宅ケア、医療的ケアの充実

医師などとの意思疎通に対する支援（手話など）

その他

特にない

78.7%

4.1%

3.9%

3.6%

2.8%

2.8%

0.2%

0.6%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持家（一戸建て）

アパート

グループホーム

入所施設

賃貸住宅・借家

公営住宅

持家（マンション）

その他

無回答
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■■将将来来のの生生活活  
  「自宅で家族と暮らす」が４割と最も多い一方で、「自宅（アパートなども含む）で福

祉サービスを利用しながら１人で暮らす」は２割に満たない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【障害別】 
  どの障害でも「自宅で家族と暮らす」が最も多い。 

 

1 2 3 4 5 6
％

自宅 ア

パートなど

も含む）で

福祉サービ

スを利用し

ながら１人

で暮らす

自宅で家族

と暮らす

食事や身の

回りの世話

をする人の

いるグルー

プホームな

どで暮らす

入所施設で

暮らす
その他 わからない 無回答

全体(N=637) 16.5% 45.4% 9.7% 8.9% 0.6% 14.9% 3.9%
身体(N=268) 13.8% 48.5% 7.8% 11.6% 0.0% 13.1% 5.2%
療育(N=200) 10.0% 38.5% 18.0% 13.0% 0.0% 18.0% 2.5%
精神(N=197) 25.4% 48.7% 4.1% 3.0% 2.0% 13.2% 3.6%

45.4%

16.5%

9.7%

8.9%

0.6%

14.9%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自宅で家族と暮らす

自宅（アパートなども含む）で福祉

サービスを利用しながら１人で暮らす

食事や身の回りの世話をする人のいる

グループホームなどで暮らす

入所施設で暮らす

その他

わからない

無回答
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■■将将来来、、地地域域でで暮暮ららすすたためめにに不不足足ししてていいるるとと思思ううもものの  
    『「障害のある人への理解」が最も多く、次いで『「交通機関」、「相談できる人『・場所」のほ

か、様々な項目に回答がなされている。  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
■■将将来来、、地地域域でで暮暮ららすすたためめににででききるるよよううににななりりたたいいこことと  
  『「調理『・掃除などの家事」が最も多く、次いで『「体力をつけるための運動」、「買い物」の

順となっている。 
    

(N=456)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

35.1%

30.3%

26.5%

25.4%

18.2%

18.0%

17.3%

13.6%

13.2%

12.9%

9.6%

8.3%

6.6%

1.1%

10.5%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40%

障害のある人への理解

交通機関

相談できる人・場所

金銭的援助

病院

就労支援

家事などの生活支援

日中活動の場

コミュニケーション支援

グループホーム

町内会などの地域の支援

短期入所（ショートステイ）

訪問看護

その他

特にない

わからない

22.8%

22.1%

19.3%

18.1%

15.9%

10.7%

9.7%

9.1%

1.7%

11.3%

0% 10% 20% 30%

調理・掃除などの家事

体力をつけるための運動

買い物

人とのコミュニケーション

金銭管理

通院

公共交通機関の利用

近所や町内会との付き合い方

その他

特にない
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■■「「地地域域生生活活支支援援拠拠点点」」のの認認知知度度  
 
 
 
 
 
 
 
 
【３年前との比較】 
  前回のアンケート結果（令和 2年度）同様に「ことばは知っているが、内容まではわ

からない」と回答した割合が、８割と高いことが伺える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
■■「「地地域域生生活活支支援援拠拠点点」」でで、、ここれれかからら重重点点をを置置くくべべききだだとと思思うう役役割割  
  「障害のある人が抱える問題に対して専門的に対応できる人材の養成」が最も多く、次

いで「介護者が急病になったときなどの緊急時の受け入れ」、「緊急時の相談」の順となっ

ている。 
 
  

1.4%

10.2% 80.2% 8.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
知っており、内容もほぼ理解している
ことばは知っているが、内容まではわからない
今まで知らなかった
無回答

4.3%

1.4%

9.6%

10.2%

77.1%

80.2%

8.9%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2(N=560)

R5(N=637)

知っており、内容もほぼ理解している ことばは知っているが、内容まではわからない

今まで知らなかった 無回答

(N=74)

43.2%

36.5%

28.4%

23.0%

20.3%

20.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障害のある人が抱える問題に対して

専門的に対応できる人材の養成

介護者が急病になったときなどの

緊急時の受け入れ

緊急時の相談

地域の人たちが連携して支援できる

体制づくり

地域移行や親元からの自立のための

ひとり暮らし体験の機会や場の提供

わからない
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【障害別】 
  「地域移行や親元からの自立のためのひとり暮らし体験の機会や場の提供」が、療育で

高くなっている。「介護者が急病になったときなどの緊急時の受け入れ」は、精神以外で

高くなっている。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【３年前との比較】 

  前回のアンケート結果（令和 2年度）と比べ、「介護者が急病になったときなどの緊急

時の受け入れ」「障害のある人が抱える問題に対して専門的に対応できる人材の養成」等

が増加している。 

 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

■■現現在在のの就就園園・・就就学学状状況況  
    『「小学校『（小学部）『・中学校『（中等部）に通っている」、『「保育所『（園）『・幼稚園『・認定こど

も園に通っている」を合わせると７割を超えている。  

(N=65)

10.8% 67.7% 16.9%

3.1%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
保育所（園）・幼稚園・認定こども園に通っている
小学校（小学部）・中学校（中等部）に通っている
高等学校（高等部）に通っている
その他
無回答

N=78 N=74

カカテテゴゴリリ R2 R5

緊急時の相談 29.5% 28.4%

介護者が急病になったときなどの緊急時の受け入れ 25.6% 36.5%

地域移行や親元からの自立のためのひとり暮らし体験の機会や場の提供 17.9% 20.3%

障害のある人が抱える問題に対して専門的に対応できる人材の養成 34.6% 43.2%

地域の人たちが連携して支援できる体制づくり 26.9% 23.0%

わからない - 20.3%

1 2 3 4 5 6
％

緊急時の相

談

介護者が急

病になった

ときなどの

緊急時の受

け入れ

地域移行や

親元からの

自立のため

のひとり暮

らし体験の

機会や場の

提供

障害のある

人が抱える

問題に対し

て専門的に

対応できる

人材の養成

地域の人た

ちが連携し

て支援でき

る体制づく

り

わからない

全体(N=74) 28.4% 36.5% 20.3% 43.2% 23.0% 20.3%
身体(N=37) 27.0% 43.2% 8.1% 40.5% 27.0% 18.9%
療育(N=27) 29.6% 40.7% 40.7% 44.4% 18.5% 18.5%
精神(N=16) 31.3% 18.8% 18.8% 43.8% 18.8% 25.0%
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■■就就学学後後にに通通いいたたいい学学校校・・学学級級  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■■日日中中おおももにに過過ごごすす場場所所（（小小中中学学生生））  
  『「盲学校『・ろう学校『・特別支援学校『（小『・中等部）」が最も多く、次いで『「小『・中学校の

特別支援学級」の順となっている。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
■■悩悩んんででいいるるこことと・・困困っってていいるるこことと  
  「子どもの発育や発達が遅れている」が最も多く、次いで「本人にあった対応がわから

ない」、「肉体的・精神的に疲れている」、「兄弟・姉妹のこと」、「経済的な不安がある」な

ど、多岐にわたり困っている状況が伺われる。  

(N=44)

2.3% 38.6% 4.5% 52.3% 2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小・中学校の通常学級
小・中学校の特別支援学級
通級指導教室に通いつつ通常学級
盲学校・ろう学校・特別支援学校（小・中等部）
その他

(N=7)

42.9%

28.6%

28.6%

小学校の通常学級
小学校の特別支援学級
盲学校・ろう学校・特別支援学校（小学部）

(N=64)

46.9%

42.2%

42.2%

40.6%

40.6%

34.4%

31.3%

15.6%

12.5%

9.4%

4.7%

4.7%

1.6%

14.1%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

子どもの発育や発達が遅れている

本人にあった対応がわからない

肉体的・精神的に疲れている

兄弟・姉妹のこと

経済的な不安がある

就園・就学への不安がある

自分の時間がとれない

周囲の理解が得られない

子どもを預ける場所がない

相談先がない

家族の理解や協力が得られない

医療費が増大している

医療的ケアの対応をしてもらえない

その他

特にない
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【障害別】 

 
 
■■就就学学環環境境ととししてて望望ままししいいとと思思ううもものの  
  「普通学校と特別支援学校の双方で、その子に必要な教育やサポートを受けられる環

境」が最も多く、次いで「特別支援学校で、その子に必要な教育やサポートが得られる環

境」の順となっている。 

 

(N=64)

9.4% 17.2% 26.6% 46.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

普通学級で他の児童・生徒と共に学びながら必要な教育やサポートが得られる環境
普通学校の特別支援学級で、その子に必要な教育やサポートが得られる環境
特別支援学校で、その子に必要な教育やサポートが得られる環境
普通学校と特別支援学校の双方で、その子に必要な教育やサポートを受けられる環境

1 2 3 4 5 6 7 8
％

子どもの発

育や発達が

遅れている

家族の理解

や協力が得

られない

周囲の理解

が得られな

い

医療費が増

大している

就園 就学

への不安が

ある

自分の時間

がとれない

子どもを預

ける場所が

ない

医療的ケア

の対応をし

てもらえな

い

全体(N=64) 46.9% 4.7% 15.6% 4.7% 34.4% 31.3% 12.5% 1.6%
身体(N=11) 36.4% 0.0% 9.1% 0.0% 36.4% 18.2% 9.1% 9.1%
療育(N=53) 49.1% 1.9% 13.2% 1.9% 30.2% 32.1% 9.4% 1.9%
精神(N=7) 42.9% 28.6% 42.9% 28.6% 71.4% 42.9% 42.9% 0.0%

9 10 11 12 13 14 15
％

兄弟 姉妹

のこと

本人にあっ

た対応がわ

からない

相談先がな

い

経済的な不

安がある

肉体的 精

神的に疲れ

ている

その他 特にない

全体(N=64) 40.6% 42.2% 9.4% 40.6% 42.2% 14.1% 12.5%
身体(N=11) 36.4% 18.2% 9.1% 45.5% 45.5% 9.1% 9.1%
療育(N=53) 35.8% 39.6% 9.4% 34.0% 39.6% 15.1% 15.1%
精神(N=7) 71.4% 71.4% 28.6% 85.7% 71.4% 0.0% 0.0%
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■■教教育育等等でで充充実実すすれればば良良いい点点  
「児童発達支援・放課後等デイサービスの療育の充実」が最も多く、次いで「教育・保

育『・保健『・医療『・福祉などの関係機関の連携」「周囲の児童『・生徒『・保護者に対する障害へ

の理解を深めるための教育・啓発の推進」の順となり、これらが 5割を超えている。 

 
【障害別】 

 
 

(N=64)
56.3%

54.7%

51.6%

37.5%

35.9%

29.7%

28.1%

26.6%

26.6%

23.4%

15.6%

10.9%

9.4%

3.1%

1.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

児童発達支援・放課後等デイサービスの療育の充実

教育・保育・保健・医療・福祉などの関係機関の連携

周囲の児童・生徒・保護者に対する障害への理解を

深めるための教育・啓発の推進

早期発見・早期療育システムの確立

障害のある児童・生徒に対する教職員などの増員

進路相談・進路指導の充実

障害のある児童・生徒の保護者に対する精神的な支援

通園・通学にかかる負担の軽減

（送迎サービスなどの移動方法の確保）

障害のある児童・生徒の保護者に対し、適切な

情報提供ができる体制の整備

園内、校内での介助の充実

スロープなど、障害のある児童・

生徒の障害に対応した施設整備

時間外保育、放課後活動

（クラブ活動、放課後児童クラブ）の充実

パソコンやタブレット端末、インターネット

などを活用した ICT教育の充実

訪問型サービスにおける療育の充実

痰の吸引、胃ろうなどの医療的ケアの体制整備

障害のある児童・生徒の個々のニーズ

に応じた学習指導（学習サポート体制）の充実

1 2 3 4 5 6 7 8
％

早期発見 

早期療育シ

ステムの確

立

教育 保

育 保健 

医療 福祉

などの関係

機関の連携

通園 通学

にかかる負

担の軽減

 送迎サー

ビスなどの

移動方法の

確保）

スロープな

ど、障害の

ある児童 

生徒の障害

に対応した

施設整備

園内、校内

での介助の

充実

痰の吸引、

胃ろうなど

の医療的ケ

アの体制整

備

訪問型サー

ビスにおけ

る療育の充

実

児童発達支

援 放課後

等デイサー

ビスの療育

の充実

全体(N=64) 37.5% 54.7% 26.6% 15.6% 23.4% 1.6% 3.1% 56.3%
身体(N=11) 27.3% 72.7% 27.3% 54.5% 45.5% 9.1% 0.0% 18.2%
療育(N=53) 41.5% 54.7% 24.5% 9.4% 20.8% 1.9% 3.8% 60.4%
精神(N=7) 42.9% 57.1% 71.4% 14.3% 28.6% 0.0% 0.0% 71.4%
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【３年前との比較】 
  前回のアンケート結果（令和 2 年度）と比較すると「早期発見・早期療育システムの確

立」「周囲の児童・生徒・保護者に対する障害への理解を深めるための教育・啓発の推進」

などで増加している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■■就就労労状状況況  

9 10 11 12 13 14 15 16
％

周囲の児童 生徒 保護者に対する障害への理解を深めるための教育 啓発の推進

障害のある

児童 生徒

の個々の

ニーズに応

じた学習指

導 学習サ

ポート体

制）の充実

障害のある

児童 生徒

の保護者に

対する精神

的な支援

パソコンや

タブレット

端末、イン

ターネット

などを活用

したICT教育
の充実

進路相談 

進路指導の

充実

時間外保

育、放課後

活動 クラ

ブ活動、放

課後児童ク

ラブ）の充

実

障害のある

児童 生徒

に対する教

職員などの

増員

障害のある

児童 生徒

の保護者に

対し、適切

な情報提供

ができる体

制の整備

全体(N=64) 51.6% 0.0% 28.1% 9.4% 29.7% 10.9% 35.9% 26.6%
身体(N=11) 72.7% 0.0% 36.4% 9.1% 9.1% 9.1% 45.5% 18.2%
療育(N=53) 45.3% 0.0% 26.4% 9.4% 32.1% 13.2% 35.8% 26.4%
精神(N=7) 42.9% 0.0% 28.6% 14.3% 14.3% 0.0% 14.3% 14.3%

N=27 N=64

カカテテゴゴリリ R2 R5

早期発見 早期療育システムの確立 18.5% 37.5%

教育 保育 保健 医療 福祉などの関係機関の連携 48.1% 54.7%

通園 通学にかかる負担の軽減 送迎サービスなどの移動方法の確保） 29.6% 26.6%

スロープなど、障害のある児童 生徒の障害に対応した施設整備 11.1% 15.6%

園内、校内での介助の充実 14.8% 23.4%

痰の吸引、胃ろうなどの医療的ケアの体制整備 0.0% 1.6%

訪問型サービスにおける療育の充実 7.4% 3.1%

児童発達支援 放課後等デイサービスの療育の充実 29.6% 56.3%

周囲の児童 生徒 保護者に対する障害への理解を深めるための教育 啓発の推進 40.7% 51.6%

障害のある児童 生徒の個々のニーズに応じた学習指導 学習サポート体制）の充実 74.1% 0.0%

障害のある児童 生徒の保護者に対する精神的な支援 37.0% 28.1%

パソコンやタブレット端末、インターネットなどを活用したICT教育の充実 14.8% 9.4%

進路相談 進路指導の充実 29.6% 29.7%

時間外保育、放課後活動 クラブ活動、放課後児童クラブ）の充実 7.4% 10.9%

障害のある児童 生徒に対する教職員などの増員 33.3% 35.9%

障害のある児童 生徒の保護者に対し、適切な情報提供ができる体制の整備 25.9% 26.6%

18.5%

12.6%

8.9%

3.1%

1.4%

1.6%

48.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障害のある人のための就労施設

（就労支援、就労継続支援）を利用している

企業やお店などでアルバイトや

パートとして働いている

企業やお店などで正社員や

正職員として働いている

自営業をしている

在宅勤務をしている

その他

していない
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■■仕仕事事ををししてていいなないい理理由由  
    「障害・病気などの健康上の理由」が最も多く、次いで「高齢のため」の順となってい

る。 

  
■■働働ききややすすいい条条件件 
  「雇い主が病気や障害を理解したうえで雇用してくれる」が最も多く、次いで「体調に

合わせて出勤日数や労働時間を調整できる」の順となっている。 
 

 

(N=637)

49.6%

41.3%

19.2%

18.8%

15.5%

12.6%

10.5%

8.3%

3.1%

9.3%

13.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

雇い主が病気や障害を理解したうえで雇用してくれる

体調に合わせて出勤日数や労働時間を調整できる

職場まで送迎をしてもらえる

病気や障害を理解してくれる相談場所がある

一定期間が過ぎた後もずっと、

定期的に見守りを続けてもらえる

同じ病気・障害のある人が働いている

仕事に慣れるまでの一定期間、

ジョブコーチなどに付き添ってもらえる

公共交通機関の充実

その他

わからない

特にない

(N=306)

49.0%

35.0%

16.3%

13.7%

9.2%

7.8%

7.2%

4.9%

2.3%

13.4%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

障害・病気などの健康上の理由

高齢のため

仕事を続ける自信がない

人間関係に不安

自分にあった仕事がない

会社までの通勤手段がない

仕事をする必要がない

収入・仕事の内容など条件があわない

育児中・介護中

その他

特に理由はない
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【障害別】 
  全ての障害で「雇い主が病気や障害を理解したうえで雇用してくれる」が最も多くなっ

ている。また、「職場まで送迎をしてもらえる」と回答した人も、療育で約３割、全体で

も約２割いる。 
 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

■■過過去去１１年年間間のの文文化化芸芸術術活活動動ややススポポーーツツななどどのの活活動動状状況況  
 

 

7 8 9 10 11
％

職場まで送

迎をしても

らえる

公共交通機

関の充実
その他 わからない 特にない

全体(N=637) 19.2% 8.3% 3.1% 9.3% 13.0%
身体(N=268) 15.7% 5.6% 1.9% 8.2% 22.8%
療育(N=200) 29.0% 6.5% 1.5% 12.5% 9.5%
精神(N=197) 15.7% 11.7% 6.6% 8.6% 5.6%

1 2 3 4 5 6
％

体調に合わ

せて出勤日

数や労働時

間を調整で

きる

雇い主が病

気や障害を

理解したう

えで雇用し

てくれる

病気や障害

を理解して

くれる相談

場所がある

同じ病気 

障害のある

人が働いて

いる

仕事に慣れ

るまでの一

定期間、

ジョブコー

チなどに付

き添っても

らえる

一定期間が

過ぎた後も

ずっと、

定期的に見

守りを続け

てもらえる

全体(N=637) 41.3% 49.6% 18.8% 12.6% 10.5% 15.5%
身体(N=268) 41.8% 43.3% 12.7% 9.0% 4.9% 8.2%
療育(N=200) 25.0% 45.5% 20.5% 16.0% 21.0% 25.5%
精神(N=197) 54.8% 60.9% 25.9% 11.7% 8.6% 15.2%

24.8%

22.4%

19.5%

15.9%

10.8%

6.8%

5.8%

3.0%

2.0%

42.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

コンサートや映画鑑賞、

スポーツなどの観戦

泊りがけの旅行

日帰り旅行

スポーツやレジャー活動

学校や事業所のイベントや

サークル活動など

知識や技術を身につける学習活動

障害者団体などの活動

市や県が主催する事業

その他

特にしなかった
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■■文文化化芸芸術術活活動動ややススポポーーツツななどどのの活活動動でで困困っってていいるるこことと  
  『「特に困っていることはない」が最も多い一方で、次いで『「金銭的な余裕がない」、『「体力

がない」の順となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■■文文化化芸芸術術活活動動ややススポポーーツツななどどをを活活発発ににすするるたためめにに必必要要ななこことと  
  『「わからない」が最も多い一方で、『「障害のある人に配慮した施設『・設備の充実」、『「趣味『・

スポーツ・教養講座などの内容の充実」、「外出のための移動手段や介助の確保」と回答し

た人も２割前後いる。  

(N=637)

21.0%

18.8%

15.4%

14.6%

13.5%

12.1%

10.2%

9.9%

9.7%

4.7%

4.1%

1.1%

13.3%

22.0%

0% 10% 20% 30%

障害のある人に配慮した施設・設備の充実

趣味・スポーツ・教養講座などの内容の充実

外出のための移動手段や介助の確保

活動のための情報周知、広報

障害のない人との

交流機会の拡充と障害への理解促進

活動費用の援助

コミュニケーションの支援

障害のある人のためのスポーツ大会、

レクリエーション行事の充実

障害のある人への指導者やスポーツ介助者の育成

障害のある人の自主的なグループづくり、

リーダー育成などの支援

SNSなどを活用するための環境整備

その他

特にない

わからない

(N=328)

21.3%

20.7%

15.2%

14.6%

14.3%

14.3%

11.0%

10.4%

4.0%

3.4%

5.2%

4.3%

33.8%

0% 10% 20% 30% 40%

金銭的な余裕がない

体力がない

仲間がいない

家族の負担が大きい

交通手段・移動手段がない

どこでできるのかの情報が得られない

やりたいと思う文化芸術活動や

スポーツなどがない

時間がない

介助者がいない

指導者がいない

活動する場所がない

その他

特に困っていることはない
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■■福福祉祉ササーービビスス等等必必要要なな情情報報をを得得るる場場所所  
  『「市役所の窓口『（障害福祉課など）」が最も多く、次いで『「病院などの医療機関」「インタ

ーネット」の順となっている。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
■■情情報報のの入入手手ににつついいてて困困っってていいるるこことと  
    『「どこに情報があるかわからない」が最も多い一方で、『「特に困っていない」と回答した

人も３割いる。  

(N=637)

33.8%

22.9%

20.3%

18.7%

16.2%

14.8%

13.5%

7.7%

7.5%

7.1%

4.1%

0.9%

2.4%

12.1%

0% 10% 20% 30% 40%

市役所の窓口（障害福祉課など）

病院などの医療機関

インターネット

相談支援専門員

障害福祉サービス事業所

友人・知人

職場・学校・通所先（施設など）

ケアマネージャー

家族会や障害者団体

障害者相談員

民生委員・児童委員

保健所などの専門機関

その他

情報を得るところがない

(N=637)

39.9%

21.8%

11.5%

4.6%

0.9%

1.4%

33.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

どこに情報があるかわからない

情報の内容が難しい

パソコン・スマートフォンなどの使い方が

わからないため、インターネットが利用できない

パソコン・スマートフォンなどを持っていないため、

インターネットが利用できない。

点字版、録音テープや音声コードなどによる

情報提供が少ない

その他

特に困っていない
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■■相相談談相相手手（（心心配配ごごとと・・困困りりごごととななどど））  
    『「家族『・親戚」が最も多く、次いで『「友人『・知人」「病院などの医療機関」の順となって

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【障害別】 
    『「病院などの医療機関」が、精神は他の障害と比べて多く、「職場『・学校『・通所先『（施設

など）」、「障害福祉サービス事業所」が療育では３割と多くなっている。  

  

  
  

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9
％

家族 親戚 友人 知人
家族会や障

害者団体

同じ障害を

持つ人

障害者相談

員

民生委員 

児童委員 

福祉協力員

町内会役員

などの近所

の人

職場 学

校 通所先

 施設な

ど）

市役所の窓

口 障害福

祉課など）

全体(N=637) 64.2% 25.3% 3.0% 5.7% 5.5% 1.7% 1.3% 12.6% 16.8%
身体(N=268) 63.1% 26.5% 3.7% 6.0% 3.4% 3.4% 1.5% 4.9% 20.9%
療育(N=200) 67.5% 17.0% 5.0% 4.5% 9.5% 0.0% 0.5% 30.5% 14.0%
精神(N=197) 61.4% 32.0% 2.0% 6.1% 5.1% 1.0% 1.0% 8.1% 14.7%

10 11 12 13 14 15 16 17 18
％

ケアマネー

ジャー

相談支援専

門員

障害福祉

サービス事

業所

病院などの

医療機関

保健所など

の専門機関
その他

相談先がわ

からない

相談相手が

いない

相談ごとは

ない

全体(N=637) 7.7% 14.8% 16.3% 24.2% 0.9% 3.3% 6.4% 5.3% 4.2%
身体(N=268) 11.2% 8.6% 10.1% 19.8% 0.7% 1.9% 4.1% 3.7% 8.2%
療育(N=200) 5.0% 24.5% 31.5% 12.0% 0.5% 6.5% 5.0% 3.5% 2.0%
精神(N=197) 6.6% 17.3% 13.7% 43.1% 1.0% 3.0% 10.2% 9.1% 1.0%

64.2%

25.3%

24.2%

16.8%

16.3%

14.8%

12.6%

7.7%

5.7%

5.5%

3.0%

1.7%

1.3%

0.9%

3.3%

6.4%

5.3%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80%

家族・親戚

友人・知人

病院などの医療機関

市役所の窓口（障害福祉課など）

障害福祉サービス事業所

相談支援専門員

職場・学校・通所先（施設など）

ケアマネージャー

同じ障害を持つ人

障害者相談員

家族会や障害者団体

民生委員・児童委員・福祉協力員

町内会役員などの近所の人

保健所などの専門機関

その他

相談先がわからない

相談相手がいない

相談ごとはない
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【３年前との比較】 
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

■■今今後後、、優優先先的的にに実実施施ししててほほししいい障障害害者者施施策策  

    「手当や年金などの経済的支援の充

実」が最も多く、次いで『「保護者などが

いなくなった後の生活支援の充実」、『「障

害のある人の福祉サービスの充実」、「就

労の援助や雇用の促進」、「グループホー

ムなど地域で安心して暮らせる住まい

の充実」の順となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

47.1%

41.3%

29.7%

28.1%

23.5%

18.1%

16.5%

15.9%

12.9%

10.8%

10.5%

10.0%

9.7%

7.7%

6.8%

5.8%

3.5%

2.7%

1.6%

1.6%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

手当や年金などの経済的支援の充実

保護者などがいなくなった後の生活支援の充実

障害のある人の福祉サービスの充実

就労の援助や雇用の促進

グループホームなど地域で安心して

暮らせる住まいの充実

道路や交通機関、公共施設などの

バリアフリーのまちづくりの推進

福祉に関する情報提供や相談の充実

医療やリハビリテーションの充実

障害のある人を地域で見守り支える体制の整備

障害のある子の保育や

教育の充実

障害者理解への啓発や交流促進

障害のある人の権利を擁護するための施策の推進

障害のある人のための防災体制の整備

障害の早期発見・早期対応・保健指導体制の充実

成年後見制度の周知・促進

スポーツ・レクリエーション・

文化芸術活動の推進

SNSなどを活用するための環境整備

ボランティアや団体などの育成・支援

手話通訳や要約筆記など

コミュニケーションに対する支援

その他

特にない・わからない

N=560 N=637

カカテテゴゴリリ R2 R5

家族 親戚 78.5% 64.2%

友人 知人 17.8% 25.3%

家族会や障害者団体 - 3.0%

同じ障害を持つ人 7.9% 5.7%

障害者相談員 - 5.5%

民生委員 児童委員 福祉協力員 1.9% 1.7%

町内会役員などの近所の人 - 1.3%

職場 学校 通所先 施設など） 7.5% 12.6%

市役所の窓口 障害福祉課など） 15.4% 16.8%

ケアマネージャー - 7.7%

相談支援専門員 30.4% 14.8%

障害福祉サービス事業所 30.8% 16.3%

病院などの医療機関 - 24.2%

保健所などの専門機関 0.9% 0.9%

その他 7.5% 3.3%

相談先がわからない - 6.4%

相談相手がいない 1.9% 5.3%

相談ごとはない 0.9% 4.2%

  前回のアンケート結果（令和 2年度）

と比べ、「家族・親戚」、「相談支援専門

員」、「障害福祉サービス事業所」で減少

している。「友人・知人」、「職場・学校・

通所先（施設など）」は増加している。 
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【３年前との比較】 
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

■■今今後後、、優優先先的的にに実実施施ししててほほししいい障障害害者者施施策策  

    「手当や年金などの経済的支援の充

実」が最も多く、次いで『「保護者などが

いなくなった後の生活支援の充実」、『「障

害のある人の福祉サービスの充実」、「就

労の援助や雇用の促進」、「グループホー

ムなど地域で安心して暮らせる住まい

の充実」の順となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

47.1%

41.3%

29.7%

28.1%

23.5%

18.1%

16.5%

15.9%

12.9%

10.8%

10.5%

10.0%

9.7%

7.7%

6.8%

5.8%

3.5%

2.7%

1.6%

1.6%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

手当や年金などの経済的支援の充実

保護者などがいなくなった後の生活支援の充実

障害のある人の福祉サービスの充実

就労の援助や雇用の促進

グループホームなど地域で安心して

暮らせる住まいの充実

道路や交通機関、公共施設などの

バリアフリーのまちづくりの推進

福祉に関する情報提供や相談の充実

医療やリハビリテーションの充実

障害のある人を地域で見守り支える体制の整備

障害のある子の保育や

教育の充実

障害者理解への啓発や交流促進

障害のある人の権利を擁護するための施策の推進

障害のある人のための防災体制の整備

障害の早期発見・早期対応・保健指導体制の充実

成年後見制度の周知・促進

スポーツ・レクリエーション・

文化芸術活動の推進

SNSなどを活用するための環境整備

ボランティアや団体などの育成・支援

手話通訳や要約筆記など

コミュニケーションに対する支援

その他

特にない・わからない

N=560 N=637

カカテテゴゴリリ R2 R5

家族 親戚 78.5% 64.2%

友人 知人 17.8% 25.3%

家族会や障害者団体 - 3.0%

同じ障害を持つ人 7.9% 5.7%

障害者相談員 - 5.5%

民生委員 児童委員 福祉協力員 1.9% 1.7%

町内会役員などの近所の人 - 1.3%

職場 学校 通所先 施設など） 7.5% 12.6%

市役所の窓口 障害福祉課など） 15.4% 16.8%

ケアマネージャー - 7.7%

相談支援専門員 30.4% 14.8%

障害福祉サービス事業所 30.8% 16.3%

病院などの医療機関 - 24.2%

保健所などの専門機関 0.9% 0.9%

その他 7.5% 3.3%

相談先がわからない - 6.4%

相談相手がいない 1.9% 5.3%

相談ごとはない 0.9% 4.2%

  前回のアンケート結果（令和 2年度）

と比べ、「家族・親戚」、「相談支援専門

員」、「障害福祉サービス事業所」で減少

している。「友人・知人」、「職場・学校・

通所先（施設など）」は増加している。 
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【障害別】 
  「グループホームなど地域で安心して暮らせる住まいの充実」が、療育は他の障害と比

べて多く、「就労の援助や雇用の促進」が、精神では約４割と多くなっている。 

  

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
％

道路や交通

機関、公共

施設などの

バリアフ

リーのまち

づくりの推

進

障害のある

人の福祉

サービスの

充実

グループ

ホームなど

地域で安心

して暮らせ

る住まいの

充実

医療やリハ

ビリテー

ションの充

実

就労の援助

や雇用の促

進

手当や年金

などの経済

的支援の充

実

障害の早期

発見 早期

対応 保健

指導体制の

充実

障害のある

子の保育や

教育の充実

手話通訳や

要約筆記な

どコミュニ

ケーション

に対する支

援

SNSなどを
活用するた

めの環境整

備

全体(N=637) 18.1% 29.7% 23.5% 15.9% 28.1% 47.1% 7.7% 10.8% 1.6% 3.5%
身体(N=268) 26.1% 23.5% 16.4% 21.3% 18.7% 42.2% 4.9% 8.6% 1.5% 3.7%
療育(N=200) 13.0% 38.0% 43.0% 9.5% 28.5% 44.0% 7.0% 16.0% 0.5% 1.0%
精神(N=197) 11.7% 31.5% 16.2% 14.2% 39.6% 56.9% 12.7% 8.6% 2.5% 5.1%

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
％

ボランティ

アや団体な

どの育成 

支援

スポーツ 

レクリエー

ション 文

化芸術活動

の推進

障害のある

人のための

防災体制の

整備

障害のある

人の権利を

擁護するた

めの施策の

推進

成年後見制

度の周知 

促進

障害者理解

への啓発や

交流促進

福祉に関す

る情報提供

や相談の充

実

障害のある

人を地域で

見守り支え

る体制の整

備

保護者など

がいなく

なった後の

生活支援の

充実

その他
特にない 

わからない

全体(N=637) 2.7% 5.8% 9.7% 10.0% 6.8% 10.5% 16.5% 12.9% 41.3% 1.6% 12.9%
身体(N=268) 3.4% 5.6% 14.9% 9.7% 2.6% 7.1% 16.4% 10.8% 29.5% 1.9% 13.4%
療育(N=200) 3.0% 8.5% 9.0% 11.0% 15.0% 10.5% 14.0% 16.5% 59.0% 2.5% 12.5%
精神(N=197) 1.0% 3.0% 5.6% 9.6% 4.6% 14.7% 18.3% 13.7% 40.1% 1.0% 12.7%
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障障害害者者計計画画アアンンケケーートト調調査査結結果果  障障害害ののなないい人人））  

 

◆◆調調査査概概要要  

 （1）調査対象：18歳以上の市民 1,500 人 

 （2）調査方法：郵送配布・郵送回収による郵送調査法 

 （3）調査時期：令和5 年 6 月 12 日～6 月30 日 

 （4）有効回収数：661 人（回収率 44.1%） 

 

〇〇調調査査結結果果ののみみかかたた  

・回答結果の割合「%」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下

第 2 位で四捨五入したものです。そのため、単数回答(SA、複数の選択肢からひとつだけ選

ぶ方式)であっても合計値が 100%にならない場合があります。 

・複数回答(MA、複数の選択肢から 2 つ以上の回答を選ぶ方式)の設問の場合、回答は選択肢

ごとの回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計は概ね 100.0%を

超えます。 

・図表中において「無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が困

難なものです。 

・図表中の「N」は、集計対象者総数(あるいは回答者限定設問の限定条件に該当する人)を

表しています。 

・母数n の表記がないものは、全体数は 661です。 

・地域の表記順は 50 音順です。 
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■■障障害害ののああるる人人とと接接すするるききっっかかけけ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■障障害害ののああるる人人にに関関すするる番番組組ややニニュューースス、、SSNNSS ななどどのの記記事事へへのの関関心心のの程程度度  

  「ある程度関心がある」が 6 割近くあり、年代を問わず多い状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代クロス集計】 

  

  

    

％ とても関心が

ある

ある程度関

心がある

あまり関心が

ない

ほとんど関

心がない

どちらともい

えない
無回答

全体 10.6% 57.0% 11.2% 4.8% 15.0% 1.4%
１８～３９歳 8.0% 48.0% 15.2% 9.6% 18.4% 0.8%
４０～６４歳 7.7% 56.6% 10.7% 5.6% 18.4% 1.0%
６５～７４歳 10.1% 61.4% 12.2% 3.7% 12.2% 0.5%
７５歳以上 17.2% 61.4% 7.6% 1.4% 10.3% 2.1%
無回答 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3%

57.0% 11.2%10.6%

4.8%

15.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても関心がある ある程度関心がある あまり関心がない

ほとんど関心がない どちらともいえない 無回答

(N=395)

53.2%

25.6%

25.3%

18.0%

17.5%

5.8%

4.1%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

家族や親戚に障害のある人

がいる・いた

友人や知人に障害のある人

がいる・いた

職場で一緒に働いている・働いた

近所に障害のある人がいる・いた

学校で一緒に勉強している・した

ボランティア活動などで知り合った

地域の行事などで知り合った

その他

ある ない 無回答
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■■障障害害者者施施策策やや福福祉祉施施策策用用語語のの認認知知度度  

「点字ブロック」「身体障害者補助犬」「手話通訳」「パラリンピック」「バリアフリー」

「身体障害者手帳」の 6 項目で 9 割を超える一方で、「インクルーシブ教育」、「障害者週

間」、「障害者差別解消法」、「要約筆記」は２割に満たない。 

  

■■障障害害ののああるる人人へへのの支支援援（（手手伝伝いい・・手手助助けけ））ののたためめのの声声かかけけ  

 

  

34.2%

63.4%

2.4%

ある ない 無回答

93.5%
93.5%
93.3%
93.3%
93.0%

91.2%
76.6%

55.2%
47.8%

25.6%
22.1%
20.4%
20.1%

15.4%
14.1%

12.0%
6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

点字ブロック

身体障害者補助犬

手話通訳

パラリンピック

バリアフリー

身体障害者手帳

発達障害

ヘルプマーク

成年後見制度

療育手帳

8050問題

医療的ケア児

精神障害者保健福祉手帳

要約筆記

障害者差別解消法

障害者週間

インクルーシブ教育



129128 

■■障障害害ののああるる人人へへのの手手伝伝いい・・手手助助けけ  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

■■障障害害ののああるる人人のの支支援援のの中中心心ととななるるべべきき人人  

  「障害福祉サービス事業所」が最も多く、次いで「障害のある人の家族、親戚」、「市役

所」、「ボランティア」の順となっている。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

■■「「成成年年後後見見制制度度」」のの認認知知度度  

 

    

8.6% 35.7%

21.3% 47.4% 30.6%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
どのような制度か知っている
制度について聞いたことはあるが、具体的な内容は知らない。
全く知らない
無回答

62.9%

54.6%

53.1%

30.7%

20.3%

17.5%

13.0%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害福祉サービス事業所

障害のある人の家族、親戚

市役所

ボランティア

障害のある本人

隣近所の人

友人・知人

その他

22.2%

20.9%

19.1%

17.2%

16.6%

15.9%

11.2%

9.8%

8.9%

6.7%

6.2%

0.5%

2.4%

30.1%

0% 10% 20% 30% 40%

電車などで席を譲った

車いすを押した

募金や寄附

横断歩道や階段などで手助けをした

外出時の付き添いや送迎

相談や話し相手になった

施設などへの訪問

家事や買い物の手伝い

入浴や着替えなどの手伝い

スポーツや文化活動での交流支援

手話や筆談、代筆代読などを行った

災害時の援助

その他

したことがない
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■■白白山山市市ににおおけけるる障障害害ののああるる人人へへのの差差別別やや偏偏見見のの有有無無  

  「かなりあると思う」、「多少あると思う」で約４割ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■差差別別やや偏偏見見がが生生ままれれるる理理由由  

  「障害のある人との関わり方がわからない」が最も多く、次いで「障害のある人への必

要な配慮がよく理解されていない」、「障害のある人に配慮するという精神が社会に育って

いない」、「幼い頃から障害のある人とふれあう機会がない」の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■■障障害害ののああるる人人たたちちにに対対すするる理理解解のの深深ままりり  

  『「ある程度深まってきている」が４割弱いる一方で、『「判断できない、わからない」、「あ

まり深まっていない」を合わせると５割を超える。 

 

  

5.0% 34.6% 14.7%

8.6%

0.6% 35.7%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなりあると思う 多少あると思う あまりないと思う

ほとんどないと思う 全くないと思う わからない

無回答

1.1%

53.3%

42.7%

28.9%

28.6%

14.5%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

障害のある人との関わり方が

わからない

障害のある人への必要な配慮がよく

理解されていない

障害のある人に配慮するという

精神が社会に育っていない

幼い頃から障害のある人と

ふれあう機会がない

公共施設や社会の仕組みが障害の

ある人に配慮されていない

その他

判断できない、わからない 無回答

0.5%

無回答

3.6% 39.6% 22.8%

3.2%

29.7%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり深まってきている ある程度深まってきている

あまり深まっていない まったく深まっていない

判断できない、わからない 無回答
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【年代クロス集計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■「「障障害害者者差差別別解解消消法法」」のの認認知知度度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代クロス集計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■■合合理理的的配配慮慮のの意意味味  

  

11.0% 87.1% 1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 今まで知らなかった 無回答

％
かなり深まっ

てきている

ある程度深

まってきてい

る

あまり深まっ

ていない

まったく深

まっていない

判断できな

い、わからな

い

無回答

全体 3.6% 39.6% 22.8% 3.2% 29.7% 1.1%
１８～３９歳 3.2% 32.0% 32.8% 2.4% 29.6% 0.0%
４０～６４歳 3.6% 37.2% 23.0% 3.6% 32.7% 0.0%
６５～７４歳 4.2% 38.6% 22.8% 2.6% 30.7% 1.1%
７５歳以上 3.4% 51.0% 13.8% 4.1% 24.1% 3.4%
無回答 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0%

％

知っており、

内容もほぼ

理解している

法律名は

知っている

が、内容まで

はわからな

い

今まで知らな

かった
無回答

全体 4.2% 27.4% 67.9% 0.5%
１８～３９歳 7.2% 13.6% 79.2% 0.0%
４０～６４歳 2.6% 24.0% 73.5% 0.0%
６５～７４歳 3.7% 29.6% 66.1% 0.5%
７５歳以上 4.1% 41.4% 53.1% 1.4%
無回答 16.7% 16.7% 66.7% 0.0%

4.2% 27.4% 67.9%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っており、内容もほぼ理解している
法律名は知っているが、内容まではわからない
今まで知らなかった
無回答
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■■「「白白山山市市共共生生ののままちちづづくくりり条条例例」」のの認認知知度度  

  「今まで知らなかった」が最も多い。「条例名は知っているが、内容まではわからない」

を合わせると、９割を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■白白山山市市ににおおけけるる共共生生ののままちちづづくくりりのの進進捗捗  

  「わからない」が６割を超えており、最も多い。 

  

    

2.1% 23.0% 74.0% 0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
知っており、内容も理解している
条例名は知っているが、内容まではわからない
今まで知らなかった
無回答

0.8%

12.0% 14.4% 7.3% 64.9%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり進んだと思う ある程度進んだと思う
あまり進んでいないと思う ほとんど進んでいないと思う
わからない 無回答

132 

■■共共生生ののままちちづづくくりりをを進進めめるるたためめにに、、市市がが重重点点をを置置くく必必要要ががああるるこことと  

  『「就労の援助や雇用の促進」が最も多い。『「道路や交通機関、公共施設などのバリアフリ

ーのまちづくりの推進」、「障害のある人の福祉サービスの充実」、「保護者などがいなくな

った後の生活支援の充実」、「障害のある子と障害のない子が共に育つ保育や教育の充実」、

「グループホームなど地域で安心して暮らせる住まいの充実」、「手当や年金などの経済的

支援の充実」などが多くある。 

 

  

(N=661)

48.1%

45.1%

39.8%

39.3%

33.1%

27.7%

27.7%

26.0%

21.8%

20.0%

19.4%

17.1%

14.4%

10.0%

8.2%

7.6%

5.7%

4.8%

1.2%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

就労の援助や雇用の促進

道路や交通機関、公共施設などのバリアフリーの

まちづくりの推進

障害のある人の福祉サービスの充実

保護者などがいなくなった後の生活支援の充実

障害のある子と障害のない子が共に育つ保育や

教育の充実

グループホームなど地域で安心して暮らせる

住まいの充実

手当や年金などの経済的支援の充実

障害のある人を地域で見守り支える体制の整備

医療やリハビリテーションの充実

障害者理解への啓発や交流促進

障害の早期発見・早期対応・保健指導体制の充実

ボランティアや団体などの育成・支援

福祉に関する情報提供や相談の充実

障害のある人のための防災体制の整備

成年後見制度の周知・促進

障害のある人の権利を擁護するための施策の推進

手話通訳や要約筆記などコミュニケーションに

対する支援

スポーツ・レクリエーション・文化芸術活動

の推進

その他

特にない・わからない
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■■共共生生ののままちちづづくくりりをを進進めめるるたためめにに、、市市がが重重点点をを置置くく必必要要ががああるるこことと  

  『「就労の援助や雇用の促進」が最も多い。『「道路や交通機関、公共施設などのバリアフリ

ーのまちづくりの推進」、「障害のある人の福祉サービスの充実」、「保護者などがいなくな

った後の生活支援の充実」、「障害のある子と障害のない子が共に育つ保育や教育の充実」、

「グループホームなど地域で安心して暮らせる住まいの充実」、「手当や年金などの経済的

支援の充実」などが多くある。 

 

  

(N=661)

48.1%

45.1%

39.8%

39.3%

33.1%

27.7%

27.7%

26.0%

21.8%

20.0%

19.4%

17.1%

14.4%

10.0%

8.2%

7.6%

5.7%

4.8%

1.2%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

就労の援助や雇用の促進

道路や交通機関、公共施設などのバリアフリーの

まちづくりの推進

障害のある人の福祉サービスの充実

保護者などがいなくなった後の生活支援の充実

障害のある子と障害のない子が共に育つ保育や

教育の充実

グループホームなど地域で安心して暮らせる

住まいの充実

手当や年金などの経済的支援の充実

障害のある人を地域で見守り支える体制の整備

医療やリハビリテーションの充実

障害者理解への啓発や交流促進

障害の早期発見・早期対応・保健指導体制の充実

ボランティアや団体などの育成・支援

福祉に関する情報提供や相談の充実

障害のある人のための防災体制の整備

成年後見制度の周知・促進

障害のある人の権利を擁護するための施策の推進

手話通訳や要約筆記などコミュニケーションに

対する支援

スポーツ・レクリエーション・文化芸術活動

の推進

その他

特にない・わからない
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■■地地域域のの避避難難訓訓練練やや防防災災訓訓練練へへのの参参加加  

 

 

 

 

 

 

 

 

■■障障害害ののああるる人人がが地地域域でで安安全全にに暮暮ららせせるるよよううにに、、防防災災対対策策ととししてて必必要要なな支支援援 

  「災害時に支援が必要な人の避難所などへの誘導体制の整備」、「災害時に支援が必要な

人の名簿の整理」が多い。そのほか、『「日頃からの声かけなどによる災害時の助け合いネッ

トワークの形成」、「障害のある人に配慮した避難所の整備」、「避難所などにおける支援体

制の確立『（介護や手話通訳などの人的支援）」など、様々な支援が必要とされていることが

伺える。 

 

 

  

46.0% 53.3% 0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

参加したことがある 参加したことがない 無回答

(N=661)

51.0%

39.6%

26.8%

26.3%

22.4%

20.1%

19.4%

17.2%

16.5%

15.0%

7.6%

1.7%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

災害時に支援が必要な人の避難所などへの

誘導体制の整備

災害時に支援が必要な人の名簿の整理

日頃からの声かけなどによる災害時の助け合い

ネットワークの形成

障害のある人に配慮した避難所の整備

避難所などにおける支援体制の確立

（介護や手話通訳などの人的支援）

障害の種類や程度に応じた情報提供、

緊急時通信手段の充実

障害のある人を交えた地域での避難訓練の実施

障害者用防災マニュアルの作成

災害時の医療体制の整備

災害時に支援が必要な人に対する支援物資の準備

障害のある人への防災知識の普及・啓発

その他

特にない
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■■「「手手話話」」のの認認知知度度  

  年代を問わず「知っているが使えない」が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代クロス集計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■「「手手話話」」をを知知っったたききっっかかけけ  

    『「テレビ『（ドラマ、ニュースなど）」が最も多く、次いで『「学校『・サークル活動」の順と

なっている。  

  

72.5%

0.5%

5.0% 77.0% 16.9% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
知っており、手話でコミュニケーションがとれる
知っており、挨拶など簡単な手話なら使うことができる
知っているが使えない
知らない
無回答

％
知っており、

手話でコミュ

ニケーション

がとれる

知っており、

挨拶など簡

単な手話な

ら使うことが

できる

知っているが

使えない
知らない 無回答

全体 0.5% 5.0% 77.0% 16.9% 0.6%
１８～３９歳 1.6% 8.0% 82.4% 8.0% 0.0%
４０～６４歳 0.0% 4.6% 85.7% 9.7% 0.0%
６５～７４歳 0.0% 5.3% 70.9% 22.8% 1.1%
７５歳以上 0.7% 1.4% 69.7% 26.9% 1.4%
無回答 0.0% 33.3% 50.0% 16.7% 0.0%

(N=545)

72.5%

10.6%

4.4%

4.0%

1.8%

0.9%

0.0%

1.1%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

テレビ（ドラマ、ニュースなど）

学校・サークル活動

イベント（講演会など）

職場

家族・家庭

病院

SNSなど

その他

無回答
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■■「「手手話話」」のの認認知知度度  

  年代を問わず「知っているが使えない」が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代クロス集計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■「「手手話話」」をを知知っったたききっっかかけけ  

    『「テレビ『（ドラマ、ニュースなど）」が最も多く、次いで『「学校『・サークル活動」の順と

なっている。  

  

72.5%

0.5%

5.0% 77.0% 16.9% 0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
知っており、手話でコミュニケーションがとれる
知っており、挨拶など簡単な手話なら使うことができる
知っているが使えない
知らない
無回答

％
知っており、

手話でコミュ

ニケーション

がとれる

知っており、

挨拶など簡

単な手話な

ら使うことが

できる

知っているが

使えない
知らない 無回答

全体 0.5% 5.0% 77.0% 16.9% 0.6%
１８～３９歳 1.6% 8.0% 82.4% 8.0% 0.0%
４０～６４歳 0.0% 4.6% 85.7% 9.7% 0.0%
６５～７４歳 0.0% 5.3% 70.9% 22.8% 1.1%
７５歳以上 0.7% 1.4% 69.7% 26.9% 1.4%
無回答 0.0% 33.3% 50.0% 16.7% 0.0%

(N=545)

72.5%

10.6%

4.4%

4.0%

1.8%

0.9%

0.0%

1.1%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

テレビ（ドラマ、ニュースなど）

学校・サークル活動

イベント（講演会など）

職場

家族・家庭

病院

SNSなど

その他

無回答
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■■手手話話をを使使っってて良良かかっったたとと思思ええたたこことと  

  「自分の意思を伝えることができた」が最も多く、次いで「手話のほかに口話や筆談の

選択肢もあることを知れた」の順となっている。 

 

■■「「白白山山市市手手話話言言語語条条例例」」のの認認知知度度  

「今まで知らなかった」が９割近くと最も多い。 

 

0.5%
7.0% 88.5%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
知っており、内容も理解している
条例名は知っているが、内容まではわからない
今まで知らなかった

(N=36)

41.7%

36.1%

22.2%

22.2%

11.1%

8.3%

5.6%

0.0%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自分の意思を伝えることができた

手話のほかに口話や筆談の選択肢もあることを知れた

接客など、仕事で役に立った

耳の聞こえない人の暮らしを知ることができた

手話のわからない人が興味を持ってくれた

耳の聞こえない知人・友人ができた

ボランティアで役に立った

その他

特にない
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ヒヒアアリリンンググ結結果果報報告告  

相相談談支支援援専専門門員員へへののヒヒアアリリンンググ報報告告 

 

日 時：令和５年９月８日（金）午前９時３０分～午前１０時２８分 

場 所：福祉ふれあいセンター ２階 中会議室 

参加者：相談支援専門員 １５名 

 

１１  調調整整がが困困難難ななササーービビススににつついいてて  

・訪問系のサービス。特に家事援助や通院等介助、移動支援、重度訪問介護。単価が低いサ

ービスや外出するサービス。 

・住まいが金沢寄りであれば、金沢の事業所から来てくれることもあるので多少の余地はあ

るが離れると見つからない。通院で市外へ行く場合は更にヘルパーの確保が難しくなる。 

・就労経験のない人がB 型を利用する場合のアセスメントを行う就労移行支援事業所が見

つからない。市外の事業所でもかなり待つ必要がある。 

・就労移行支援の事業所が少なく、市外の事業所へは誰もが行けるわけでもないので一般就

労に向けての支援が弱い。 

・B 型でも送迎がある事業所は限られてくる。送迎範囲もあるので、送迎のある場所まで行

く必要が出てくる。事業所も利用者が増えてきて、送迎の範囲が絞られてきているのでカ

バーできていない地域がある。 

・定員に達して断られるというより、送迎ができず断られることもある。みどり団地の境目

辺り、白山ろく地域、美川地域。 

・精神に障害のある人は、病院に自分で通院できる範囲でひとり暮らしができるグループホ

ームを希望される。白山市内はアパートタイプがない。一軒家ではなく、分かれていると

ころもあるが数は少ない。 

・アパートタイプがないので宿泊体験もできない。入居は待ってもらうしかない。退院でき

ない方もいる。 

・大体の人は住みなれた白山市で住みたい、医療機関も変更したくないと思われるし、家族

も行き来しやすい距離でとなる。 

・市内に限らず支援度の高い人のグループホームもない。 

・夜間にてんかん発作の可能性がある人や強度行動障害のある人は、短期入所やグループホ

ームは県内をあたっても見つからない。遠方でも行けるのかというと、その人の障害の特

性を考えるとそこへ行くまでのつなぎの支援をどうするかということもあり困難度が高い

と感じる。 

・今はグループホームを希望されている方が多いが、実際、障害の重い人のグループホーム

は空きがない。希望に答えられる人数もいない。障害の重い人や医療的ケアが必要な人を

受け止める短期入所も少ない。医療的ケアが必要な人の場合、病院以外はなかなか見つか

らない。 

・短期入所は、運営的に赤字になりやすい。利用者の家族からの希望もあり受け入れる方向

でやりたい。法人の負担が少ないようなやり方をやっていかないと難しい。 
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・行動障害のある人は1 対 1 で見守る必要がある。そのような人たちを受け止めるられる

短期入所も現実なかなか難しい。 

・夜間対応できるところでも夜間に見回りの人がいるぐらいの設定が多く、本当に介助に入

れるのか、男性職員、女性職員それぞれでの対応となるとそれも限られてくる。 

・施設入所も市外も含めて空きがない。介護度がありながらも本当は家族も支えられない

が、入所できるところがないから家族で何とかしている。その結果、手が出るという話も

聞く。 

・放課後等デイサービスも調整が難しくなってきている。今度説明会をするが、気になる子

どもの掘り起こしはできているが、その後どうつなげるのか手詰まり感が出てきている。 

・地域の学校に通えているなら、保育所等訪問を利用して学童に行くことが叶うのかどう

か。 

 

２２  白白山山市市ににおおけけるる相相談談支支援援にに関関すするる課課題題、、今今後後のの対対応応ににつついいてて  

・マネジメントをしっかりやっていれば相談支援専門員への相談は減るはず。 

・相談してもダメだとか、厳しいと言われるのは調整困難なサービスの問い合わせをもらっ

たとき。 

・ヘルパー事業所が見つからず時間だけが経過して、何もしてくれないと言われる。サービ

ス内容に変更はなくても、ヘルパー事業所を探すのは大変。事業所を変更すると変わりが

見つからない。 

・各相談支援専門員が持っているケースが増えて、有効に時間が割けなくなっている。 

・ケースは減っていかない。計画相談が終了しても何かあったときに一般相談で戻ってくる

場合が往々にしてあるので、途切れない。 

・一般就労しても、仕事が続かずサービスに戻ってくる人が多い。減らない。 

・相談に来ることができない人を探しに行くことはできていない。地域移行、施設や病院に

掘り起こしに行くことについて、エネルギーが割けていない感覚はある。掘り起こしても

受ける余裕がないので動けない。わかっていながら手をふれられないのが歯がゆい。 

・身近な事業所の職員に利用者が相談できるような関係を作っていったほうが良いのではな

いか。 

・障害福祉サービス事業所へ相談する人のパーセンテージが 3 年前よりかなり低くなって

おり危機感を覚える。 

・相談先が分散している感じはする。 

・対応できる相談支援専門員も事業所も不足している。相談支援専門員を増やそうとすると

事業所職員が足りなくなる。逆もある。募集しても人が来ない現状。相談支援専門員にな

ってもらうには、やはりある程度プラスアルファを持っている人でなければできない。そ

こからやろうと思っても現場が手薄になる。全体的な人材のレベルアップをしないと、相

談支援専門員の人数は増えない。  
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３３  障障害害ののああるる人人のの将将来来のの暮暮ららししににつついいてて  

・先の暮らしを考えたときに、暮らし方の提案ができない。言いづらい。実際問題、なかな

か難しい。重度の障害のある人がひとり暮らしをする方法もあるが、声を大にして言えな

い。ヘルパーが常に支援できる状況であれば、ひとり暮らしできない人はいないはず。人

によってはひとり暮らしは寂しいからグループホーム希望する場合もある。そのときに選

択肢が出せないのが課題かと思う。資源がない。 

・自宅以外のところで支援を受けながら暮らすイメージづくりをしていくときに、サービス

を利用していない人やその家族とどのように関係性を築いていけば良いのか、体験したい

と言われたときに体験の場がない等も課題になると思う。 

・災害時の個別支援計画も将来に向けた側面があり、進めていく必要がある。モデル地区で

の知見を次の計画に反映していく必要もあるかと思う。 

 

４４  障障害害福福祉祉従従事事者者のの人人材材確確保保及及びび育育成成ににつついいてて  

・福祉の仕事をやってみようという人が少ない。いない。 

・福祉の仕事にはきついイメージがある。得体の知れない仕事と思われている節もあると思

う。 

・学生にも他の仕事に比べ、福祉の仕事がどう映っているのかわからない。何に魅力を感じ

るかは人それぞれ。待遇や休日日数等を比較したときに、選んでもらえるような待遇にし

ようと思ったら事業所の運営が苦しくなる。そこを魅力あるものにできれば人が来るかも

しれないが、それができないことが人材不足の1 つの原因だと思う。 

・地域に福祉系の学校があることは、本来は強みなはず。そこともっと連携をして、そこで

経験した人たちが福祉の業界に魅力を持ち、来てくれる人が 1 人、2人でも増えれば良

いかと。受け入れる側もコーディネート等かなり大変だが、それでもそのようなことをや

っていこうとか、取組みをしている事業所を市も応援するといった方法もあるかと思う。 

・各事業所がそれぞれに大学等へ働きかけるというよりは、白山市として就労体験やヘルパ

ー体験、支援員や相談支援専門員と語り合うといったパッケージされたものがあれば、大

学と交渉もしやすい。 

・ボランティアセンターとの連携も重要。傾聴ボランティア等養成もしているので関心のあ

る人はいる。 

・公的なものが入ると学生への伝わり方は違うかと思う。 

 

５５  そそのの他他  

・一般就労される人も、通勤する手段がなく一般就労できない、見つからないといったこと

が一番の課題。  
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障障害害ののああるる人人のの家家族族へへののヒヒアアリリンンググ報報告告 

 

日 時：令和５年７月２６日（水）午前１０時～午後１２時１０分 

場 所：市役所 ７階 ７０２会議室 

参加者：障害のある人の家族 １３名 

 

１１  障障害害福福祉祉ササーービビススのの利利用用ににつついいてて  

・日中一時支援が利用できる施設が少ない。白山市で実質利用できる施設が限られており、

施設の選択肢がないのもどうかと思う。その施設の質を見極められないのが残念。 

・医療行為が必要となると、ハードルが上がり通所先も限られてくる。人材不足もあると思

うが、親の立場としては、やはり選択肢があればと思う。 

・医療的ケアを必要とする人のショートステイの事業所が、市内にいくつか用意されてると

保護者としてはとても安心。 

・ショートステイを定期的に利用している。予約は 1 か月前に行う。急に利用することが

できない。何かあって困ったときは助けてほしい。 

・重度障害のため、短期入所やグループホームがどこでも良い訳ではない。現在利用してい

る法人であれば、職員と本人の信頼関係が築けているので、そこにお願いしたいが、グル

ープホームも定員の倍の希望者がおり入居できるかわからない。親が動けなくなる前に何

とかお願いしたい。 

・法人で新しくグループホームを作る場合、職員を確保することが大きな問題。福祉関係の

仕事につく学生には助成金を出すなどして人材を確保してほしい。 

・コロナのことや人手不足もあってか、短期入所や移動支援が未だに思うように利用できな

い。今は何とかお願いをして週 1 回、移動支援を利用している。 

・鳥越地区より先の白山ろく地域は、障害福祉サービスはないに等しい。そういった人のニ

ーズが埋もれているかもしれない。（送迎の問題、距離的に費用的にも） 

・ガイドヘルプの数が減ってきている。今は月1 回しか利用できない。親の介護もあるの

で困っている。 

・遠方の支援学校に通っている。自分が急病になったときに学校までの送迎があれば良いと

思う。 

 

２２  家家族族のの負負担担ににつついいてて  

・重度障害のある本人の世話のほかに、両親の世話もあり、今のところ何とかやっている

が、いつ何時どうなるかわからない。 

・数年前に本人が入院したことがあった。コミュニケーションがとれないため、個室を手配

し家族が付き添ったことがあった。 

・45 歳と 37 歳の子どもは身体障害がある。入浴などほとんどのことに介助が必要。自分

も脊柱管狭窄症を患っており、入浴介助などは難しくなってきている。 

・介護する家族がいつ倒れてもおかしくないような状況で、日々を送っている人がたくさん

いる。  
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３３  親親亡亡きき後後のの備備ええ、、必必要要なな支支援援ににつついいてて  

・親亡き後、兄弟姉妹がいても一緒に生活をするのは苦痛だと言っている。親としては、何

とか今のうちに道筋をつけたいと、とても焦っている。 

・今後のことを考えて、グループホーム入居を希望。 

・障害のある人が全員グループホームに入るのは不可能なので、抜本的な考え方が必要。例

えば、援助があればひとり暮らしができる人は、ひとり暮らしができるように援助の方法

を考える等、解決にはならないかもしれないが発想の転換が必要かと思う。 

・自分たち（親）の身体のことや本人の元気なうちに定着するような生涯を過ごせる場所を

希望している。グループホームの入居を希望している人は、みんな切羽詰まっているの

で、この先どうなるのか前が見えない状態。人員もお金も足りない。 

・7 年後にグループホームの入居を考えているなら、もう今から動く必要がある。5年後で

は遅いぐらい。親離れ子離れをする準備も必要。グループホームを作るには時間がかか

る。早めの準備が必要。 

・自分の子供の将来が怖くなる。今は大きくならないでほしいと思ってしまう。どうか明る

い未来を。みんなで明るいものを作っていけたらと思う。 

 

４４  障障害害ののああるる子子どどもものの教教育育・・療療育育ににつついいてて  

・地域の学校か支援学校かは親として悩むところ。・子どもの頃から障害のある子どもと接

することは必要だが、白山ろくの場合、特別支援学級の児童生徒は 1 人程度。この孤立

感は相当なもの。いろいろなところと連携して活動していく必要がある。 

・教員の中にも特別支援教育をよく理解していない人がたくさんいる。特別支援教育を経験

していない学校長がいる学校で特別支援級が設置されている。理解していないところに通

学するよりは、支援学校に行けば専門的な教育が受けられるので、そちらを選択する親が

増えていることもあるかと。 

・特別支援教育を経てきた人（教員）がいないと、送り出す家族としては不安。 

・いろんな子がいて当たり前という、周りの大人も子どももそう思うような社会を作るため

には、障害のある子と小さい頃から過ごすというのはとても大事なこと。 

・地域の学校へ通学していた頃は苦しかった。今は地域の中にいて、どこにいても本人に声

をかけてくれる。それだけでも良かったと思っている。地域は大事だと思っている。一時

期、この話をしたくなかったが、今は伝えたいと思っている。 

・社会に対してインクルーシブ教育は重要なこと。一般の人が障害のある人を身近に感じる

経験ができるということは、社会のためにはとても良いこと。 

・地域の小学校に子どもを通わせていたが、当時見てくれていた先生方が、自分の教育の考

え方が変わったと言ってくれた。ありがたかった。不登校になったが、地域の学校で良か

ったと思っている。 

・学校の行事（運動会等）があると、どうすればいいかとみんなが考える。みんなのために

もなり、本人、先生のためにもなる。  
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５５  災災害害時時のの対対応応ににつついいてて  

・数年前に町内で防災訓練があった。子どもを車いすに乗せるために、向いの家のご主人を

呼んだところ、隣のご主人も手伝ってくれた。集合場所に行くと、何人もの人が子どもに

声をかけてくれた。次の年から近所の人が子どもを迎えにきてくれるようになった。障害

のある人がいるという体制ができていた。その後、ほかにも障害のある人や高齢者がいな

いのかと町内が考えるようになった。 

 

６６  福福祉祉にに関関すするる情情報報のの入入手手ににつついいてて  

・学校に入るとき、入院したとき等、情報をどこから得られればよいか分からなかった。障

害者手帳の取得前は今後どうすればよいのかわからなかった。 

・生活でいっぱいのため、情報を入手する余裕がない時期があった。 

 

７７  そそのの他他  

・福祉事業所の経営が厳しいのはおかしい。やればやるほど経営が苦しくなるというのはそ

もそも国の制度がおかしいと思うので、そこは市にも応援してほしい。その都度、寄附を

募るのは限界がある。いつまでたっても安心できない。 

・計画の中でグループホームの数なども数値目標は持つのか。是非、入れてほしい。グルー

プホームがだめなら施設入所になるしかないケースが増える。計画上施設入所を減らすと

していることが逆行する。 

・地域生活支援拠点はあると聞いたが、実際に何をしてくれるところなのかわからない。自

分の入院が必要になったとき、どこに相談すればよいかもわからなかった。緊急時に市に

何をしてもらえるのか分かっていないまま過ごしている。 

・大人になってから障害のある人と関わったら、どうしていいかわからない。どう接すれば

いいんだろうとなる。子どもの頃から障害のある人に関わっていると、普通に接してくれ

る。障害のある子どもがこれから大きくなって就労につながる、グループホームに入居す

るという流れをつくるために必要なことは、地域と関わること。学校、地域の行事、市の

イベントであったとしても、そういう関わりが今後、障害のある人の理解や福祉施設の人

手を補う等、全てにつながると思う。 
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身身体体にに障障害害ののああるる人人へへののヒヒアアリリンンググ報報告告 

 

日 時：令和５年８月５日（土）午前１０時～午前１１時２５分 

場 所：松任文化会館ピーノ３０１会議室 

参加者：５名（肢体２名、聴覚２名、視覚１名） 

 

１１  障障害害福福祉祉ササーービビスス利利用用ににつついいてて  

・精神障害者では以前マル障を対象にしてほしいという意見があった。 

・自動車や車いすの助成は利用しているが、一般の障害福祉サービスでは利用がない。 

・家族の範囲で生活できているため、個人的には可不足はない。 

・サービス利用がない。 

 

２２  地地域域ででのの生生活活ににつついいてて  

・コミュニケーションの問題。いつも行っているお店は、いつも対応してくださる方なら大

丈夫だが、担当が代わったりすると、その方とのコミュニケーションが難しいと思う。そ

のため、コミュニケーションボードがあると指差しでやり取りできるのでよい。コンビニ

にはあるところとないところがある。ドラッグストアにもない。 

・交通の便の不便さ。鶴来在住の８０代の方で、車がないため、松任に行くのに遠い。 

・自身は、外出はとりあえずは人の手を借りずにできている。 

・代筆・代読をきちんとしてもらえないとの声は聴く。行政機関に関しても、一部の人だ

が、手続きをしたいが、代筆、代読をしてもらえない、認めてもらえないという声も聴

く。郵便局・銀行でも、いつもの郵便局なら自分のことを分かってもらえているので、対

応してもらえるが、違うところに行くと、視覚障害者に対し書いてくださいと言われた人

もいる。 

 

３３  災災害害時時のの対対応応ににつついいてて  

・避難所での生活について、脊髄損傷の人は、特に、排泄、着替え、入浴の際、消耗品（紙

おむつ、尿取りパット、手袋、おしりふき）が大量に必要。特に消耗品を家から持てるだ

け持っていくが、その範囲を超えると足りなくなる。必要品のため、あらかじめ避難所に

備品として備えておいてほしい。またトイレは着替えのため、移乗台や広さが必要。段ボ

ールベッドの強度も心配がある。椅子も安定したものがよい。パイプ椅子や丸椅子では不

安。就寝について、１，２日なら大丈夫だが、それを超えると高齢者、脊髄損傷の人は、

褥瘡を気にする必要がある。避難所でどこまでできるか不安がある。 

・自宅が無事なら、自宅に留まる選択をする可能性があり、避難所との連絡をどのように取

るか考える必要がある。  
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４４  就就労労ににつついいてて  

・職場は聞こえる人がほとんどだが、人の合う合わないはあり、合わない方とは疎遠にな

る。聞こえる方の考え方との違いを感じる。「暑いね」「暑いね」と言われ続けると自分は

苛ついてくる。ろう同士では、あまり「暑いね」は言わない。そのような文化はないた

め、なぜそんなに暑いと何度も言うのかが分からない、聞こえる人と聞こえない人のコミ

ュニケーション、習慣の差を感じる。年齢差もあると思うが、２０～３０代はあまり言わ

れないが、高齢になると言われる方が多く、年齢差もあるかな。 

 

５５  福福祉祉にに関関すするる情情報報のの入入手手ににつついいてて  

・ふれあう心が、毎年届くが、視覚に関するところしか見ないが、去年とどこが変わったの

か分からない。点字版はあるのか。音訳にお願いするとすごい量になる。広報は、草笛で

してもらえるが、ふれあう心はあるのか。視覚の部分だけでもいいので、あると良い。 

 

６６  相相談談支支援援体体制制ににつついいてて  

・あさがおハウスで、相談をよく受けている。郵便物が届いたがこれはどういう意味で届い

ているのかと聞かれ、手話で伝えるなど、ろう同士で情報交換している。市役所で聞いた

方が良いものは、市役所に行くよう勧める。 

・同じ障害同士で相談や情報交換することもある。聞いた話だが、相談をされるが、いろん

なところに回って、着地点が見えないよねと精神障害の人と話したことがある。白山市は

相談窓口は充実はしていると思う。 

・身近な親兄弟など家族にまずは相談するが、難しい場合は仲間同士で話をすることもある。 

 

７７  そそのの他他  

・移動支援に関して、利用する際、１か月前に申し込まないとダメと言われた。人材不足も

あるのだろう。そのような仕事に見合った賃金がないから、福祉の勉強をしても一般の仕

事に就く人が多いのだろう。 

・小さいころから、障害者と接するのは大事。自身の娘の周りで自分のことを知っている子

はたくさんいる。娘が保育園の時、教室に自分が行った際、子どもたちは、「なんで車い

すなん。歩けないって本当。」など思ったことズバズバ聞いてくる。くったくなくぶつけ

られるのは、小さい時だけなので、その時、しっかり伝えることができた。こういう環境

は必要と感じた。 

・ただ、我儘な当事者とふれあうと逆効果になる。ほんの一部だが、ファミレスで水もって

こいなど横柄な人を見てしまうと印象が悪くなる。結局、障害があってもなくても、人柄。 

・自分自身、障害に胡坐をかかないように言い聞かせている。 

・経済的支援は大事。人材に関しても、若い人も少なくなっていく中で、外国人にそれを求

めるのも違うのかなと思う。その人たちは、技術を持って、国に帰ってしまう。当事者も

機会があれば、当事者から必要性を発信するのが大事。市役所が説明に小中学校に出向く

時に、当事者も一緒にいると、目の前に見ることができるのは大事。    
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精精神神にに障障害害ののああるる人人へへののヒヒアアリリンンググ報報告告 

 

日 時：令和 5 年7 月29 日（土） 10 時～11 時 30 分 

場 所：松任文化会館ピーノ B101 会議室 

参加者：５名 

 

１１  障障害害福福祉祉ササーービビススににつついいてて  

・ショートステイいくつかあるといっても、利用できるのは実質行善寺しかない。 

・お盆時期に会いたくない人が帰省してくるので、ショートステイを利用している。 

・グループホームが空いていない。空いていても門限が厳しい等のルールが合わないのでや

めた。 

・就労の担当職員の能力がまちまちで、トラブルの多い職員は決まっている。職員の質を上

げてほしい。 

・免許がないため送迎になる。B型は送迎があるが、A 型はないので送迎してほしい。車で

行ける人も燃料費がかかる。 

・今時給が上がっているのでできれば A型で働きたい。けど定年の問題がある。A 型の定

年６５歳から７０歳にしてほしい。 

・同じ法人のサービスを使うことで連携がうまくいきやすい。 

 

22  日日常常生生活活ででのの困困りりごごとと  

・車に乗れるので移動は自分でできるが、コミュニケーションでうまくいかないことは多

い。頑張って説明するが伝わらない。慣れていないところはひとりで行けない。いつ何時

一人で解決できないことに出くわすかわからない。好不調にも波があり、普段車で運転で

きても、できないこともある。 

・親と住んでいることで日常生活の支援を受けることができない。一緒に住んでいても、関

係性が良いわけではなく、親も障害認定はないがそんなに力がなくて、親を頼れない場合

もある。 

 

３３  災災害害時時のの対対応応ににつついいてて  

・避難したあとのことが心配。避難所は落ち着かない。人の目が気になる。せまいところは

精神障害者は人一倍しんどい。 

・避難所に行くくらいなら、危険と思っても、自分でどこかに行く方法を考える。 

 

４４  情情報報のの取取得得ににつついいてて  

・相談支援専門員に聞いている。 

・ふれあう心で見て、NHK の受信料免除や年金のことを知った。問い合わせる。 

・お金のこと、金沢では FP に無料で相談できると聞いた。 

 

５５  相相談談支支援援体体制制  

・相談支援専門員は忙しくつかまらない。   

・いのちの電話はつながらない。いつかけても話し中。 
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ササーービビスス一一覧覧  
 サービス名 サービスの内容 

1 
居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で入浴、排せつ、食事の介助や掃除、洗濯等の家

事や生活に関する相談・助言・援助を行う。 

2 重度訪問介護 

重度の障害があり、常に介護が必要な人に自宅で入浴、

排せつ、食事の介助や外出時における移動の支援など

を総合的に行う。 

3 同行援護 

視覚障害により、移動が困難な人に、移動に必要な情

報の提供（代筆・代読含む）や移動の援護等の外出支

援を行う。 

4 行動援護 

知的障害や精神障害により、行動が困難で介護が必要

な人に、行動するときに必要な介助や外出時の移動の

支援を行う。 

5 重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサ

ービスを包括的に行う。 

6 生活介護 
常に介護が必要な人に、日中、入浴、排せつ、食事の

介護等や創作的活動、生産活動の機会を提供する。 

7 
自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定期間、

身体機能や生活能力向上のための必要な訓練を行う。 

8 就労移行支援 
就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識や

能力向上のために必要な訓練を行う。 

9 
就労継続支援 

（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等で働くことが困難な人に、働く場を提供す

るとともに、知識や能力向上のために必要な訓練を行

う。 

10 就労定着支援 
一般企業等に就職した人の就労継続を図るために、企

業との連絡調整や相談、援助などの支援を行う。 

11 自立生活援助 

単身で生活する人に、訪問などを通じて生活の問題を

把握し、必要な情報の提供や関係機関との連絡調整な

どを行う。 

12 
共同生活援助 

（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活

上の援助を行う。 

13 
短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間

も含め施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行う。 

14 療養介護 
医療と常時介護が必要な人に、医療機関で機能訓練、

療養上の管理、看護、医学的管理の下での介護を行う。 

15 施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴や排せつ、食

事の介護等を行う。 
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 サービス名 サービスの内容 

16 地域移行支援 

施設や病院に入所・入院している障害のある人に、地

域生活に移行するための支援や、居宅で単身生活する

障害のある人の相談等に対応する。 

17 地域定着支援 
障害のある人が、地域生活を継続していくための連絡

体制を確保し、相談や必要な支援等を行う。 

18 児童発達支援 
未就学の障害児を対象に、日常生活の基本的な動作の

指導や集団生活への適応訓練などを行う。 

19 放課後等デイサービス 
放課後や夏休み等の長期休暇中に、生活能力向上のた

めの訓練や社会との交流促進に向けた支援を行う。 

20 保育所等訪問支援 

保育所や小学校等を訪問し、障害児以外の児童との集

団生活への適応訓練などを行い、保育所等の安定した

利用を促進する。 

21 地域活動支援センター 
通所により、創作的活動や生産活動の機会の提供のほ

か、社会との交流などを行う施設。 

22 移動支援 
外出時に移動に関する支援が必要な障害のある人に、

ガイドヘルパーなどによる移動の支援を行う。 

23 日中一時支援 
障害者支援施設等で、日中における活動の場を提供し、

見守りや社会適応に必要な訓練などを行う。 

24 訪問入浴サービス 
家庭での入浴が困難な重度障害者等に対し、巡回入浴

車による訪問入浴サービスを行う。 

25 わくわく活動支援 
創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流等

を行う。 
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用用語語解解説説  

  

区区分分 用用語語 解解説説

ああ行行

意思決定支援計画
意思決定支援によって確認、または推定された本人の意思や、本人の最善の利益と
判断された内容を反映した個別支援計画。

意思決定責任者

意思決定を必要とする事項について本人から直接話を聞いたり、体験の機会を通じ
て本人の意思を確認したり、関係者から情報を収集したりすることを通じて、本人
の意思及び選好、判断能力、自己理解、心理的状況、これまでの生活史等本人の情
報、人的・物理的環境等を適切にアセスメントし、意思決定支援計画作成に中心的
に関わる役割を担う人。

インクルーシブ教育
障害のある子どもを含むすべての子どもに対して、子ども一人ひとりの教育的ニー
ズにあった適切な教育的支援を、通常の学級において行う教育のこと。

かか行行

ガイドヘルパー
全身性の障害のある人、視覚に障害のある人、知的障害のある人など一人で外出す
るのが困難な人について必要なサポートや介助を行う人のこと。

加配 保育所等において配置基準を超えて職員などを多く配置すること。

基幹相談支援センター
（障害者相談支援センター）

地域における相談支援の中核的な役割を担い、相談支援事業、成年後見制度利用支
援事業及び身体障害者・知的障害者・精神障害者等に関わる相談支援を総合的に行
うことを目的とする。

共生型サービス
2018年4月の介護保険法改正で創設された地域包括ケアシステムの強化に向け高
齢者や障害者、障害児が共に利用できるもの。

グループホーム
少人数で共同生活し、世話人により食事の提供や相談等の日常生活の援助を受けら
れる施設のこと。

ゲートキーパー
自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応(悩んでいる人に気づき、声かけ、
話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る)を図ることができる人のこと。「命の
番人」とも位置付けられる。

権利擁護

障害のある人が差別や虐待などにより権利が侵害されていたり、自分の望むことの
実現が妨げられたりしている時に、その状態を改めるために、障害のある人や支援
者が起こす一連の行動。あるいは、判断や意思表示が極めて困難な人に代わって、
支援者が本人の権利を守る立場で行う行動のこと。

合理的配慮の提供
障害のある人から何らかの助けを求める意思の表明があった場合、過度な負担にな
り過ぎない範囲で、社会的障壁を取り除く『ために必要な便宜のこと。

個別支援計画
指定障害福祉サービス事業所や指定障害者支援施設等が、サービスの提供に当たっ
て、利用者の意向、適性、障害の特性その他の事清を踏まえて作成する計画のこ
と。

個別避難計画

災害時に自ら避難することが難しい一人暮らしの高齢者、要介護者、障がい者等
（災害時避難行動要支援者）が、どのような避難行動をとればよいのかについて、
あらかじめ本人・家族と確認し作成する、一人一人の状況に合わせた個別の避難行
動計画。

ささ行行

サービス等利用計画
障害者総合支援法において、障害福祉サービスを適切に利用することができるよ
う、障害のある人が必要とするものや置かれている状況等をふまえ、最も適切な
サービスの組み合わせ等について検討し、作成する計画。

視覚障害者誘導用ブロック
点字ブロックのこと。視覚に障害のある人を安全に誘導するために地面や床面に敷
設さ『れているブロックのこと。主にブロックの突起を足で踏み、足裏の感覚で情
報を得ることができる。

児童発達支援
障害のある子どものための通所支援のひとつ。住んでいる地域の児童発達支援セン
ターや児童発達支援事業所に通いながら、療育や生活の自立のための支援を受ける
ことができる。

児童発達支援センター
地域の障害のある児童を通所させて、日常生活における基本的動作の指導、自活に
必要な知識や技能の付与または集団生活への適応のための訓練を行う施設。

社会的障壁

障害のある人にとって、日常生活や社会生活を送る上で障壁となるようなものを指
す。①社会における事物（通行、利用しにくい施設、設備など）、②制度（利用し
にくい制度『など）、③慣行（障がいのある人の存在を意識していない慣習や文化
など）④観念（障害のある人への偏見など）⑤文化、情報上の壁

社会福祉協議会

社会福祉法に基づき組織される地域福祉の推進を目的とする団体。市町村を単位と
する市町村社会福祉協議会、都道府県を単位とする都道府県社会福祉協議会があ
る。さまざまな福祉サービスや相談、ボランティア活動や市民活動の支援、共同募
金など地域の福祉の向上に取り組んでいる。

社会モデル
社会が「障害（障壁）」をつくっており、それを取り除くのは社会の責務であると
いう考え方のこと。
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重度障害者等通勤
対策助成金

障害のある人（重度身体障害、知的障害、精神障害、通勤が特に困難と認められる
身体障害）を雇用する事業主が加入する事業主団体が、障害者の通勤を容易にする
ための措置を行う場合に、その費用の一部を助成する制度。

障害者基本法

障害者施策を推進する基本原則と障害者施策全般について基本的事項を定めた法
律。共生社会の実現のために、国、地方公共団体等の責務を明らかにするととも
に、医療、介護、年金、教育、療育、雇用、生活環境の整備等、障害のある人に関
わる施策の基本となる事項を定めている。

障害者虐待防止法
虐待の禁止、予防、虐待を受けた障害のある人に対する保護を定めることにより、
障害のある人の権利や利益の擁護を目的とする法律。

障害者権利条約

障害のある人の人権、障害のある人の固有の尊厳の尊重を促進することを目的とす
る国際条約『。平成18年12月13日、第61回国際連合総会において採択された。
前文と本文50条からなり、教育、労働、社会保障など社会のあらゆる分野におい
て、障害を理由とする差別を禁止し、障害のある人に他者との平等な権利を保障す
ることを規定している。

障害者雇用安定助成金
障害の特性に応じた雇用管理・雇用形態の見直しや、柔軟な働き方のエ夫等の措置
を講じる事業主に対して助成する制度。障害のある人の雇用を促進するとともに、
職場定着を図ることを目的としている。

障害者作業施設設置等
助成金

障害のある人を常用労働者として雇い入れる事業主または、継続雇用する事業主
が、作業を容易にするための施設、設備の改造を行う場合に、その費用の一部を助
成する制度。

障害者差別解消法

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環とし
て、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個
性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を
推進することを目的として、平成25年6月に制定され、平成28年4月1日から施
行された。

障害者支援施設

障害者総合支援法により、施設入所支援を行うとともに、施設入所支援以外の施設
障害福祉サービスを行う施設と規定されている社会福祉施設。具体的には、障害の
ある人に対し、夜間から早朝にかけては「施設入所支援」を提供するとともに、昼
間は「生活介護」などの日中活動系サービスを行う施設。

障害者自立支援法
障害のある人が自立して地域生活を送ることができるよう、障害の種別にかかわら
ず、障害福祉サービス、公費負担医療等について、共通の制度のもとで一元的に提
供する仕組みを規定しており、平成25年4月1日から障害者総合支援法となった。

障害者就労施設
就労移行支援事業所、就労継続支援A型事業所、就労継続支援B型事業所の総称。
一般企業などで働くことが難しい人が、施設で生活しながら、または、自宅から施
設に通いながら、社会参加・自立をめざして働いている。

障害者総合支援法
障害者自立支援法に代わって、平成25年4月1日から新たに施行された法律。障害
者基本法を踏まえた基本理念を新たに設けたほか、障害者の範囲に難病等を追加す
るなどの見直しが行われた。

障害者雇用促進法
障害のある人の雇用の促進等を図ることを目的とした法律。事業主に対して、一定
割合で障害のある人を雇用するように義務づけるなど、障害のある人の職業の安定
を図るためにさまざまな規定を設けている。

障害者差別解消法

全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を
尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進
することを目的に、平成25年6月に制定。令和3年に改正され、事業者による障害
のある人への合理的配慮の提供が義務化され、令和6年4月1日から施行される。

情報アクセシビリティ
高齢者や障害のある人等、あらゆるユーザーがパソコンやWebページなどの情報
資源を不自由なく利用できる「ユニバーサルデザイン」の考え方のこと。

職場適応援助者
（ジョブコーチ）

障害のある人が円滑に就労できるように、また、職場に適応することを容易にする
ために職場に派遣されるなど、きめ細やかな支援を行う人のこと。

自立支援医療
心身の障害を回復し、軽減するための医療について、医療費の自己負担額を軽減す
る公費負担医療制度。従来の更生医療、育成医療、精神通院医療が自立支援医療に
一本化された。

生活福祉資金
高齢者や障害のある人のいる世帯が、資金の貸し付けと必要な支援を受けることに
よって、生活の安定と経済的自立を図ることを目的とした貸付金のこと。

精神科救急医療システム
休日、夜間等における精神疾患の急激な発作や精神症状の悪化等により、緊急に精
神科治療を必要とする精神障害者を対象に、適正かつ円滑な医療及び保護を図るシ
ステムのこと。

成年後見制度
知的障害のある人、精神障害のある人等の判断能力の不十分な人が財産管理等につ
いての契約等の法律行為を行うときに、本人の意思をできる限り活かしながら、権
利と財産を守り支援する制度のこと。

相談支援専門員
身体上、精神上の障害があることや環境上の理由により、日常生活を営むことに支
障がある人の日常生活に関する相談に応じ、助言などの支援を行う人のこと。
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措置制度
福祉サービスを受ける要件を満たしているかを判断し、また、そのサービスの開
始・廃止を法令に基づいた行政権限としての措置により提供する制度のこと。

たた行行

ダブルスペース
障害のある人や高齢者等の間でも使いやすくする工夫として、車いす使用者のため
の幅の広い駐車スペースに加え、軽度障害者や高齢者用に、通常の幅で施設出入口
に近い駐車スペースを設けてある駐車場のこと。

地域活動支援センター
障害のある人を対象に、地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供
や、社会との交流の促進等の便宜を供与する施設のこと。

地域生活支援事業
障害者総合支援法に基づき、市町村、都道府県が行う障害のある人の自立支援のた
めの相談支援、移動支援、日常生活用具、手話通訳等の派遣、地域活動支援等の事
業の総称。

地域生活支援拠点

障害のある人の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障害のある人が住み慣れ
た地域で安心して暮らしていくことができるよう、相談、体験の機会、緊急時の対
応等、様々な支援を切れ目なく提供するなど必要な機能を備えた地域生活の拠点の
こと。

中核機関
権利養護支援を必要とする人が、必要なときに適切な支援につながるように、地域
で支える体制を構築する機関。

通級指導教室
中学校の通常学級に在籍する障害のある児童の特性に合わせた個別の指導教室のこ
と。

特定求職者雇用開発助成金
障害のある人をハローワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い
入れた事業主に対して、賃金の一部を助成する制度のこと。

特別支援学級
小学校、中学校、高等学校に、教育上特別な支援を必要とする児童および生徒のた
めに置かれた学級のこと。

特別支援教育
障害のある児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生
活や学習上の困難を改善又は克服するために、適切な教育や指導を通じて必要な支
援を行うもの。

トライアル雇用
障害のある人に関する知識や雇用経験がないことから、障害のある人の雇用をため
らっている事業所に、障害のある人を試行雇用（トライアル雇用）の形で受け入れ
てもらい、本格的な雇用に取り組むきっかけづくりを進める事業のこと。

なな行行

日常生活用具
日常生活上の便宜を図るための用具。特殊寝台、体位変換器、ネブライザー、点字
器、視覚障害者用拡大読書器、紙おむつ等がある。

はは行行

白山市中高年齢者・障害者職
業訓練奨励金制度

障害のある人や中高年齢者の能力開発と雇用の促進を図るため、職業能力開発促進
法に定める職業訓練を修了した方に奨励金を交付する制度のこと。

8050問題
ひきこもる中高年が50代を迎え、支える親も高齢化し80代となり、収入や介護等
に関して問題が発生するようになること。

発達障害
発達障害者支援法上の定義では、脳機能の障害であって、その症状が通常低年齢に
おいて発現するものと規定されている。具体的には、自閉症、アスペルガー症候
群、その他の広汎性発達障害、注意欠陥多動性障害などが含まれる。

発達相談センター
発達障害等で支援の必要な方やその家族に対し、保健・教育・福祉・就労・医療関
係と連携をとりながら、発達障害の早期発見と、継続かつ一貫した支援を行ってい
る施設。

バリアフリー

障害のある人が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去するとい
う意味で、もともと住宅建築用語で登場し、段差等の物理的障壁の除去ということ
が多いが、より広く障害者の社会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的な
すべての障壁の除去という意味でも用いられる。

ピア・カウンセリング
障害のある人が自らの経験等に基づいて、同じ仲間である他の障害のある人の相談
に応じ、支援を行うこと。この相談に応じる人をピア・カウンセラーと呼ぶ。

避難確保計画
災害時、避難に時間がかかる障害のある人等が利用する施設に対し、利用者の安全
確保、訓練の実施を義務付けた計画を行う。

避難行動要支援者

障害のある人、高齢者、乳幼児等の防災施策において特に配慮を要する人（要配慮
者）のうち、災害発生時の避難等に特に支援を要する人をいう。平成25年6月の
災害対策基本法の一部改正により、避難行動要支援者名簿の作成を義務付けること
等が規定された。

福祉避難所
災害発生時に指定避難所での生活が困難な障害のある人、高齢者、妊産婦などの避
難行動要支援者を受け入れるため市が指定した市内の社会福祉施設のこと。

福祉ホーム
住居を求めている障害のある人に対し、低額な料金で居室、その他の設備や日常生
活に必要なサービスを提供する施設。福祉事務所等の関係機関との連絡・調整など
も担う。
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ペアレント・トレーニング
障害のある児童の保護者を対象とし、児童の行動変容を目的に、褒め方や指示など
の具体的な教育スキルを獲得することを目指したトレーニングを行う。

ペアレント・プログラム
保護者が子どもの特性を知り、関わり方を工夫することで、子どもの発達にプラス
の効果をもたらすことを目的とした子育て支援のプログラムを指す。ペアレントト
レーニングの前段階の基本トレーニングとして位置づけられる。

ペアレント・メンター
発達に不安のある子どもの子育てを経験し、かつ相談支援に関する一定のトレーニ
ングを受けた保護者を指す。子どもの発達に不安を抱える保護者に対し、地域資源
に関する情報を提供するとともに、孤立感や不安を軽減するようサポートを行う。

まま行行

メンタルヘルス
「心の健康」のこと。うつ病などのこころの病気対策や、ストレス・悩みの解消に
ついての知識や活動が求められている。

やや行行

ユニバーサルデザイン
障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう、あ
らかじめ都市や生活環境をデザインするという考え方。

要支援児童
児童福祉法で、保護者による養育を支援することが特に必要と認められるが、要保
護児童にはあたらない児童をいう。親が育児不安を抱えている場合や養育に関する
知識が不十分な場合などがあたる。

要約筆記
聴覚に障害のある人のための意思疎通を図る手段のひとつで、話し手の内容をつか
んで、それを筆記して聴覚に障害のある人に伝達すること。

らら行行

療育 障害のある児童に対する医療や教育など、発達を促すための一連の取組みのこと。
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白白山山市市障障害害者者計計画画策策定定委委員員会会設設置置要要綱綱 
平成 17 年 11月 30 日 

告示第 382 号 

(設置) 

第 1 条 障害者基本法(昭和 45 年法律第 84 号)第 9 条第 3 項に基づく白山市障害者計画

(以下『「障害者計画」という。)並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律(平成 17 年法律第 123 号)第 88 条第 1 項に基づく白山市障害福祉計画(以下

「障害福祉計画」という。)及び児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 33 条の 20 第

1 項に基づく白山市障害児福祉計画(以下『「障害児福祉計画」という。)の策定及び見直しを

行うため、白山市障害者計画策定委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 委員会は、障害者計画並びに障害福祉計画及び障害児福祉計画の策定及び見直しを

行うため、障害者を取り巻く現状等を踏まえ、各種施策の体系、推進体制等に関する総合

的な調査検討を行い、市長に対して意見又は提言を行う。 

(組織) 

第 3 条 委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 障害者及び障害者福祉関係者の代表 

(3) 関係行政機関の代表 

(4) 公募による者 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、3 年とする。ただし、前条第 2 項第 2 号又は第 3 号の者にあって

は、その職にある期間とする。 

(委員長及び副委員長) 

第 5 条 委員会に、委員長及び副委員長 1 人を置く。 

2 委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。 

3 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

(意見の聴取) 

第 7 条 委員会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

(庶務) 

第 8 条 委員会の庶務は、健康福祉部障害福祉課において処理する。 

(その他) 

第 9 条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 この告示は、公表の日から施行する。 

附 則(平成 18 年 3月31 日告示第 99号) 

この告示は、平成 18年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 29 年 3月31 日告示第 124号) 

(施行期日) 

1 この告示は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

(白山市障害福祉計画策定委員会設置要綱の廃止) 

2 白山市障害福祉計画策定委員会設置要綱(平成18年白山市告示第237号)は、廃止する。 

附 則(令和 2 年 1月 17 日告示第 15号) 

この告示は、公表の日から施行する。  
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白白山山市市障障害害者者計計画画策策定定委委員員会会委委員員  

委員１１名（定員１５名以内） 任期（令和５年４月１日～令和８年３月３１日） 

 

 

 

 

  

委員氏名 役　　職　　名　　等

中村　明成 金城大学短期大学部『教授 学識経験者 1号

徳田　茂 白山・野々市つながりの会『代表
障害関係団体
知的障害者家族の会

2号

山本　浩人 白山市共生のまちづくり推進協議会『代表 障害者（身体） 2号

中川　英昭 白山市聴覚障害者協会『会長 障害者（聴覚） 2号

梨木　通子
特定非営利活動法人
美川あんずの家『事務局長

障害関係団体 2号

『西方路　己記代 白山市立松陽小学校『校長 行政機関 3号

北野　浩子 石川中央保健福祉センター『健康推進課長 行政機関 3号

木村　佳代子 公募委員 公募委員 4号

坂井　恵子 公募委員 公募委員 4号

西田　真人
社会福祉法人白山市社会福祉協議会
地域福祉課『課長補佐

福祉関係機関 5号

西田　志歩
公立松任石川中央病院
精神保健福祉士

医療機関 5号

備　　考
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策策定定経経過過  

 

  

時期 会議 主な内容

令和５年
　５月２４日

第１回
障害者計画策定委員会

・諮問
・アンケート内容の協議

6月1４日～
　　6月30日

アンケート調査実施

・障害者手帳を所持する市民1,500人
　（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳
　　所持者各５００人）
・障害者手帳を所持していない18歳以上の市民1,500人

7月26日
障害のある人の家族への
ヒアリング

・サービス利用等に関するヒアリング

7月29日
精神に障害のある人への
ヒアリング

・サービス利用等に関するヒアリング

8月5日
身体に障害のある人への
ヒアリング

・サービス利用等に関するヒアリング

9月8日
相談支援専門員への
ヒアリング

・サービス利用調整等に関するヒアリング

8月10日
第２回
障害者計画策定委員会

・アンケート結果報告
・共生のまち白山プラン体系案の協議

10月6日
第３回
障害者計画策定委員会

・共生のまち白山プラン内容に関する協議

11月30日
第4回
障害者計画策定委員会

・共生のまち白山プラン素案に関する協議

12月18日 市議会文教福祉常任委員会 ・共生のまち白山プラン原案についての報告

12月22日 市議会全員協議会 ・共生のまち白山プラン原案についての報告

令和6年
1月9日～
　　1月22日

パブリックコメント
・市ホームページ及び市役所本庁・支所・市民サービス
　センターでの閲覧

2月16日
第5回
障害者計画策定委員会

・パブリックコメントの回答
・共生のまち白山プラン案の決定

2月19日 答申 ・市長への答申

3月 市議会文教福祉常任委員会 ・共生のまち白山プランについての報告

3月 市議会全員協議会 ・共生のまち白山プランについての報告



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表紙イラスト作成者 
 特定非営利活動法人美川あんずの家  久保 成広さん 

挿絵 特定非営利活動法人美川あんずの家 
 

 

 

共生のまち白山プラン 

第４期白山市障害者計画 

令和６(2024)～11(2029)年度 

第７期白山市障害福祉計画 

令和６(2024)～８(2026)年度 

第３期白山市障害児福祉計画 

令和６(2024)～８(2026)年度 

 

令和６(2024)年３月 

白山市健康福祉部障害福祉課 
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